
１．新しい総合事業について 

   
 

新しい総合事業については、先般の全国介護保険担当課長会議(平成２６年７月

２８日開催)において、市町村が円滑に新しい総合事業を実施できるよう、｢介護

予防・日常生活支援総合事業のガイドライン(案)」（以下「ガイドライン（案）」

という。）をお示ししたところ。 

地方自治体からいただいた意見等も参考にその後の検討結果を踏まえて、主に

以下の点を追加した「ガイドライン（案）」をお示しする。 

【主な追加点】 

(第４ サービスの利用の流れ) 

○ 介護予防ケアマネジメントの考え方等について 

(第６ 総合事業の制度的な枠組み) 

○ 生活保護制度等その他の制度における総合事業の取扱いについて 

(第７ 総合事業への円滑な移行) 

○ 要介護認定に係る有効期間の延長について 

ガイドライン案については、年度末に向けて「介護保険法に基づく厚生労働大

臣が定める指針(大臣告示)」と「具体的取扱方針(通知)」等に整理していくこと

を予定している。 

また、ガイドライン案については、地方自治体からの質問等を踏まえて、９月

３０日に「「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についての Q＆A」

をお示ししたところ、その主要なものを抜粋しているのでご確認いただきたい。

さらに、ガイドライン（案）の中に記載している新しい総合事業の上限について

詳細に解説した資料、地方自治体からの御意見等を踏まえた総合事業への早期の

移行に関する資料についても、新たに作成しているので、活用願いたい。Q＆A に

ついては、今般、その後のご質問等を踏まえて、追加のものを取りまとめている。 

あわせて、ガイドライン（案）の「第５ 関係者間での意識の共有と効果的な

介護予防ケアマネジメント」の中でセルフマネジメントの推進等のために活用す

ることとしている「介護予防手帳（仮）」について、老人保健健康増進等事業を

活用して検討している「様式例」とその考え方を中間案として提示する。被保険

者証や負担割合証についても、新しい総合事業の内容を盛り込んだ案をお示しし

ているので、参考としていただきたい。 
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◎訪問型サービスの例（※典型例として整理したもの）
市場（地域支援事業の外）で
提供されるサービス

Ⅰ　訪問介護 Ⅱ　短時間サービス
Ⅵ　訪問型サービスＤ

（移動支援）

① 訪問介護員による身体介護、生活援助

訪問介護員による20分未満の生活援助
等
（例）
・シャワー入浴の見守り
・近隣の買い物同行
・調理の下ごしらえ

介護予防・生活支援サービス事
業と一体的に行う移動支援
移送前後の生活支援
（例）
・通所型サービスの送迎
・買い物、通院、外出時の支援
等

事業者が定めるサービスメニュー
（例）
・掃除、洗濯、買い物、調理などの
上乗せ
・犬の散歩、大掃除、庭木の剪定、
家族の食事準備

②
※利用者により選択
※ケースに応じてケアマネジメント
の対象

③ 事業者指定 委託 運営費補助 その他補助や助成 直接実施 委託

④
ケアプランを作成、
モニタリングを実施

ケアプランを作成、モニタ
リングを実施

ケアプランを作成、
モニタリングを実施

初回のケアマネジメント
のみ

⑤
利用１回ごとの出来高払い又は

月ごとの包括払い
※市町村は負担金として支払う

利用１回ごとの出来高払い
※市町村は負担金として支払う

同左
人数等に応じて月・年ごと
の包括払い・出来高払い

運営のための事業経費
の一部を補助

家賃、光熱水費、年定額
等

直接負担
利用1回ごとの出来高払
い又は月ごとの包括払い

⑥

⑦ 必要に応じて作成 任意

⑧

・国が示す単価（包括報酬）以下で市町村
が設定（出来高払いも可だが月の合計は
当該単価以下）
【国が示す単価を踏まえた専門的サービ
スにふさわしい単価】

・左記以下で市町村が設定（出来高払い）
【サービス内容と時間に応じつつ、予防給
付の単価を踏まえた専門職が提供する
サービスにふさわしい単価】

・国が示す単価（包括報
酬）を下回る単価で市町
村が設定（出来高払いも
可だが月の合計は当該
単価以下）
【サービス内容と時間に
応じて、左記より低コスト
に設定】

なし 自由価格

⑨ 同上

⑪
限度額管理の対象（事業
対象者は目安）・国保連

で管理
なし

⑩
国保連経由で
審査・支払

事業者に
直接支払

－ 事業者に直接支払

⑫
民間事業者、

シルバー人材センター等

⑬

住民ボランティア、住民主体の自主活動として行う生
活援助等
（例）
・布団干し、階段の掃除
・買い物代行や調理、ゴミ出し、電球の交換、代筆　等

Ⅲ　訪問型サービスA
（緩和した基準によるサービス）

なし

事業者に直接支払

ボランティア主体
【訪問介護員又は一定の研修受講者】

任意

支援主体が設定
（無償や実費負担のみ等も考えられる）

生活援助等
（例）
・調理、掃除等やその一部介助
・ゴミの分別やゴミ出し
・重い物の買い物代行や同行

なし

備　　　　考

限度額管理の対象（事業対象者は目安）・
国保連で管理

主に雇用されている労働者
【訪問介護員又は一定の研修受講者】
（NPO、民間事業者、協同組合等）

（シルバー人材センター等による高齢者活用も）

訪問介護員（訪問介護事業者）

限度額管理の有無・
方法

想定される
サービス提供者（例）

Ⅴ　訪問型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

①通所型サービスCの利用者に対する、日常生活の
アセスメントを主とした訪問

②保健師等がその者の居宅を訪問して、必要な相
談・指導等を実施

保健・医療の専門職【保健師、看護職員、理学療法
士、作業療法士、言語聴覚士、管理栄養士、歯科

衛生士等】
（市町村）

○ケアマネジメントで、以下のような支援が必要な
ケース
・体力の改善に向けた支援が必要なケース
・健康管理の維持・改善が必要なケース
・閉じこもりに対する支援が必要なケース
・ADLやIADLの改善に向けた支援が必要なケース

※住民主体の通いの場など多様な通いの場に移行
していくことが重要
※３～６ケ月の短期間で行う

ケアプランを作成、モニタリングを実施

地域の実情に合わせて市町村が規定
（サービス内容に応じて、市町村が独自に定める基

準）

必須

なし

市町村が適切に設定

基準

国保連経由で審査・支払

・介護給付の利用者負担割合（１割。一定以上所得の利用者には２割）等を勘案（下
限は介護給付の利用者負担割合）

市町村が適切に設定

単価等
【単価金額の目安】

地域の実情に合わせて市町村が規定

利用者負担額
（利用料）

個別サービス計画

事業者への支払い方
法

作成

○既にサービスを利用しているケースで、サービスの利用の継続が必要とケアマネジメント
で認められるケース
○ケアマネジメントで、以下のような訪問介護員による専門的なサービスが必要と認められ
るケース
（例）
・認知機能の低下や精神・知的障害により日常生活に支障があるような症状や行動を伴う者
・退院直後で状態が変化しやすく、自立支援に向けた専門的サービスが特に必要な者
・ゴミ屋敷となっている者や社会と断絶している者などの専門的な支援を必要とする者
・心疾患や呼吸器疾患、がんなどの疾患により日常生活の動作時の息切れ等により、日常
生活に支障がある者
・ストーマケアが必要な者　等

※状態等を踏まえながら、多様なサービスの利用を促進していくことが重要。
※一定期間後のモニタリングに基づき可能な限り住民主体の支援に移行していくことが重
要。

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援等「多様なサービス」の利用を促進
※サービス内容は柔軟に提供可能としつつ、ケアマネジメントにより、利用者の自立支援に資するサービスを提供

国が示す基準を基本に市町村が規定

現行の訪問介護相当

事業の実施方法

ケアマネジメント

事業者指定

ケアプランを作成、モニタリングを実施

基準

サービス種別

サービス内容

対象者となる
ケースとサービス提
供の考え方

市町村の負担方法

多様なサービス

訪問型サービスＢ
に準じる

Ⅳ　訪問型サービスB
（住民主体による支援）

未定稿 
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◎通所型サービスの例（※典型例として整理したもの）

市場（地域支援事業の外）
で提供されるサービス

Ⅰ　通所介護① Ⅱ　通所介護②

①

通所介護と同様のサービス内容
（生活機能向上型を除く。）
・それぞれ利用者のニーズに応じて
明確な目標を持ちサービスを提供

生活機能向上型の通所介護
（例）
・身体機能の向上のための機能訓練
・調理や掃除、洗濯といった生活機能
向上のためのトレーニング

事業者が定めるサービスメ
ニュー
（例）
・フィットネスクラブ
・レジャー施設
・飲食店等のサロン
・文化教室、稽古事
・趣味の会など

○「多様なサービス」の利用が難し
いケース、不適切なケース

○通所により専門職の指導を受け
ながら集中的に生活機能の向上の
ためのトレーニングを行うことで改
善・維持が見込まれるケース

③ 事業者指定 委託 運営費補助 その他補助や助成 直接実施 委託

④
ケアプランを作成、
モニタリングを実施

ケアプランを作成、モニ
タリングを実施

ケアプランを作成、
モニタリングを実施

初回のケアマネジメント
のみ

⑤ 同左
人数等に応じて月・年ご
との包括払い・出来高払
い

運営のための事業経費
を補助

家賃、光熱水費、年定額
等

直接負担
利用1回ごとの出来高払い
又は月ごとの包括払い

⑥

⑦ 必要に応じて作成 任意

⑧

・国が示す単価を下回る単価
で市町村が設定（出来高払い
も可だが月の合計は当該単
価以下）※
【サービス内容と時間に応じ
て、左記より低コストに設定】

なし 自由価格

⑨ 同上

⑩
限度額管理の対象（事業対象
者は目安）・国保連で管理

なし

⑪ 国保連経由で審査・支払 事業者に直接支払 － 事業者に直接支払

⑫ 民間事業者等

⑬
※食事代などの実費は報酬
の対象外（利用者負担）

※食事代などの実費は
報酬の対象外（利用者
負担）

※食事代などの実費は報酬の対象外（利用者負担）

個別サービス計画

地域の実情に合わせて市町村が規定
（人員などを緩和した基準）

なし

市町村が適切に設定

なし

保健・医療の専門職【医師、歯科医師、保健師、看護職
員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、管理栄養
士、歯科衛生士、機能訓練指導員、経験のある介護職員

等】
（市町村）

備　　　　考

主に雇用されている労働者＋ボランティア
（NPO、民間事業者、協同組合等）

地域の実情に合わせて市町村が規定
(個人情報の保護など総合事業を行うに

当たって必ず遵守すべき基準）
基準

※食事代などの実費は報酬の対象外（利用者負担）

サービス提供主体が設定
（補助の条件で、市町村が設定することも可）

限度額管理の有無・
方法

限度額管理の対象（事業対象者は目安）・国保連で管理 なし

ボランティア主体

事業者に直接支払

市町村が適切に設定

※食事代などの実費は報酬の対象外（利用者負
担）
※一般介護予防事業等で行うサロンと異なり、要
支援者等を中心に定期的な利用が可能な形態を
想定
※通いの場には、障害者や子ども、要支援者以外
の高齢者なども加わることができる。（共生型）

任意作成

・国が示す単価（包括報酬）以下で市町村が設定（出来高払いも可だが
月の合計は当該単価以下）※
【国が示す単価を踏まえた専門職が提供するサービスにふさわしい単
価】

現行の通所介護相当

高齢者の閉じこもり予防や自立支援に資する通所事業
（例）
・ミニデイサービス
・運動、レクリエーション活動　　等

ケアプランを作成、モニタリングを実施

多様なサービス

Ⅲ　通所型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス）

Ⅳ　通所型サービスB
（住民主体による支援）

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援等「多様なサービス」の利用を促進
（通所型サービスＡの利用の場合も、一定期間後のモニタリングに基づき可能な限り住民主体の支援（通所型サービス
Ｂや一般介護予防事業）に移行していくことが重要）

Ⅴ　通所型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

日常生活に支障のある生活行為を改善するために、利用者の個
別性に応じて、下記のプログラムを複合的に実施
・運動器の機能向上
・栄養改善
・口腔機能の向上
・膝痛・腰痛対策
・閉じこもり予防・支援
・認知機能の低下予防・支援
・うつ予防・支援
・ADL/IADLの改善

（訪問型サービスCによるアセスメント訪問と組み合わせ、日常生
活に支障のある生活行為を明らかにした上で実施）

○ケアマネジメントで、以下のような支援が必要なケース
・体力の改善に向けた支援が必要なケース
・健康管理の維持・改善が必要なケース
・閉じこもりに対する支援が必要なケース
・ADLやIADLの改善に向けた支援が必要なケース

※３～６ケ月の短期間で行う

ケアプランを作成、モニタリングを実施

住民主体による要支援者を中心とする自主的な通
いの場づくり
（例）
・体操、運動等の活動
・趣味活動等を通じた日中の居場所づくり
・定期的な交流会、サロン
・会食　等

○既にサービスを利用しているケースで、サービスの利用の継続が必
要とケアマネジメントで認められるケース
※一定期間後のモニタリングに基づき可能な限り住民主体の支援に移
行していくことが重要。

※利用者により選択

ケアマネジメント

事業者指定

想定される
サービス提供者（例）

通所介護事業者の従事者

利用１回ごとの出来高払い又は月ごとの包括払い
※市町村は負担金として支払う

利用者負担額
（利用料）

市町村の負担方法

単価等
【単価金額の目安】

事業者への支払い方
法

国保連経由で審査・支払

・介護給付の利用者負担割合（１割。一定以上所得の利用者には２割）
等を勘案（下限は介護給付の利用者負担割合）

対象者となるケースと
サービス提供の考え
方

地域の実情に合わせて市町村が規定
（サービス内容に応じて、市町村が独自に定める基準）

必須

予防給付の基準を基本に市町村が規定

サービス種別

基準

②

サービス内容

事業の実施方法

未定稿 
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◎一般介護予防事業（関連するもの）

地域介護予防活動
支援事業（通いの場関係）

地域リハビリテーション
活動支援事業

①

介護予防に資する住民運営の通いの
場づくり
・体操、運動等の活動
・趣味活動等を通じた日中の居場所づくり
・交流会、サロン　等

リハビリテーション専門職等が、通所、
訪問、地域ケア会議、住民運営の通い
の場等の介護予防の取組を総合的に
支援する

②
○主に日常生活に支障のない者で
あって、通いの場に行くことにより介護
予防が見込まれるケース

―
（※対象者個人へのサービス提供では
ない）

③
委託/運営費補助
/その他補助や助成

直接実施/委託

④
なし

※サービス事業のケアマネジメントによりつなげ
ることもあり

（総合相談やサービス事業のケアマネ
ジメントによりつなげる）

⑤
人数等に応じて月・年ごとの包括払い/
運営のための間接経費を補助/
家賃、光熱水費、年定額　等

直接負担/人数等に応じた月・年ごとの
包括払い

⑥ 地域の実情に合わせて市町村が規定 地域の実情に合わせて市町村が規定

⑦ なし なし

⑧ なし なし

⑨
・市町村が適切に設定
・補助の場合は、サービス提供主体が
設定することも可

なし

⑩ なし なし

⑪ 事業者に直接支払 事業者に直接支払

⑫ 地域住民主体

リハビリテーション専門職等【理学療法士、
作業療法士、言語聴覚士、歯科衛生士、管

理栄養士等】
（市町村、委託事業者）

⑬

※食事代などの実費は報酬の対象外
（利用者負担）
※通いの場には、障害者や子どもなど
も加わることができる。（共生型）

個別サービス計画

一般介護予防事業事業

サービス種別

備　　　　考

想定される
サービス提供者（例）

限度額管理の有無・
方法

事業者への支払い方
法

単価等
【単価金額の目安】

利用者負担額
（利用料）

市町村の負担方法

基準

事業の実施方法

ケアマネジメント

サービス内容

対象者となる
ケースとサービス提
供の考え方

未定稿 
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◎生活支援サービスの例（※典型例として整理したもの）

多様なサービス
市場で提供
されるサービス

配食サービス

①

栄養改善を目的とする配食
・栄養バランスのとれた食事の提供
・治療食の提供

一人暮らし高齢者などで見守りを兼ねる配食
・対面で渡すことで安否の確認
・他者との交流

・配食
・業務上での見守り、異変に
気づいたときの通報

②

※まず市場におけるサービス提供の活用を前提として、市場では提供
されないサービスを提供するもの。

【対象となるケース】
（栄養改善を目的とする配食）
・摂取カロリーが少ない、栄養の偏りが見られる。
・認知機能や下肢筋力、意欲の低下等により、調理に支障あり。

（見守りを兼ねる配食）
・独居及び高齢者のみ世帯（近隣に家族等の支援者がいない）、同居
家族が支援の必要な高齢者、障害者等の世帯
・認知機能や下肢筋力、意欲の低下等により、外出に支障あり。
・閉じこもり傾向にあり、安否の確認がとりづらい。

※利用者により選択

③
事業者指定／委託／
運営費補助／

その他補助や助成

④ 初回のケアマネジメントのみ

⑤
利用１回ごとの出来高払い、月・年ごとの包括払い、一部補助

※市町村は負担金として支払う

⑥ 地域の実情に合わせて市町村が規定

⑦ 任意

⑧ 自由価格

⑨ 同上

⑩ なし

⑪
国保連経由で審査・支払／
事業者への直接支払

⑫
ＮＰＯ、民間事業者、

協同組合、社会福祉法人等

民間事業者
(配食事業者、新聞、乳酸飲料
等の配達事業者、電気、水道
事業者等）

⑬ ※食材料費などの実費は報酬の対象外（利用者負担）

・市町村が適切に設定※
・補助の場合は提供主体が設定することも可

基準

サービス種別

サービス内容

事業の実施方法

対象者となるケースと
サービス提供の考え方

ケアマネジメント

備　　　　考

利用者負担額
（利用料）

事業者への支払い方法

単価等
【単価設定の目安】

市町村の負担方法

基準

想定される
サービス提供者（例）

限度額管理

個別サービス計画

未定稿 
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◎ケアマネジメントの例（給付によるサービスの利用がなく、総合事業によるサービスのみ利用のケース）（※典型例として整理したもの）

現行の介護予防支援相当

ケアマネジメントA ケアマネジメントB（緩和した基準によるサービス） ケアマネジメントC（緩和した基準によるサービス）

① 介護予防支援と同様のケアマネジメント

プロセス等を簡略化したケアマネジメント
（例）
・サービス担当者会議を省略するとともに、モニタリングの間隔をあけた
ケアマネジメント

初回のみ実施
（例）
・アセスメントをし、ケアプランを作成して、サービスにつなげる（サービス
担当者会議やモニタリングはなし）

総合相談

②
○主に訪問型・通所型サービスにおいて指定事業者のサービスを
利用するケース、訪問型・通所型サービスＣを組み合わせた複数
のサービスを利用する場合

○A・C以外のケース（ケアマネジメントの過程で判断）
○主に、ケアマネジメントの結果、補助によるサービスや配食など
の生活支援サービスの利用につなげるケース

※本人の希望が明確であ
り、一般介護予防事業によ
り行われる通いの場、体操
教室などを利用するケース

③ 直接実施／委託 直接実施／委託 直接実施／委託 直接実施／委託

④ ケアプランを作成、モニタリングを実施
ケアプランを作成、モニタリングを適宜実施

（サービス担当者会議などを省略）
初回のみケアマネジメントを実施

※その後は事業者より適宜情報提供を受け、必要に応じて関与
本人の相談を受け、助言

⑤ 月単位で支払い 月単位で支払い 初回のみ月単位で支払い
包括的支援事業により委託
費を支払い（又は直接実
施）

⑥ 予防給付の基準を基本に市町村が規定 予防給付の基準を参考に市町村が規定 同左
地域包括支援センターの運

営基準

⑦ 原則記入 記入・不要 不要 不要

⑧
なし

（予防給付の単価を踏まえて実施）
なし

（予防給付の単価を下回る単価で実施）
なし

（予防給付の単価を踏まえて実施）
なし

⑨ なし なし なし なし

⑩ 直接実施／事業者への直接支払 直接実施／事業者への直接支払 直接実施／事業者への直接支払

包括的支援事業として委託
法人に直接支払い（直接実
施の場合は、直接経費を負

担）

⑪ なし なし なし なし

⑫ 地域包括支援センター

⑬

総合相談

多様なサービス

基準

事業の実施方法

ケアマネジメント

市町村の負担方法

サービス内容

対象者となるケースと
サービス提供の考え方

基準

サービス種別

給付管理票の作成・記
入

備　　　　考

地域包括支援センター（居宅介護支援事業所）

限度額管理

事業者への支払い方
法

単価等
【単価設定の目安】

利用者負担額
（利用料）

サービス提供者

未定稿 
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別添（未定稿）

節 適用 節 適用
1 保険料 1 保険料

1 介護保険料 1 介護保険料
1 第１号被保険者保険料 現年度分特別徴収保険料 1 第１号被保険者保険料 現年度分特別徴収保険料

現年度分普通徴収保険料 現年度分普通徴収保険料
滞納繰越分普通徴収保険料 滞納繰越分普通徴収保険料

2 分担金及び
負担金

2 分担金及び
負担金

1 分担金 1 分担金
1 何費分担金 何費分担金 1 何費分担金 何費分担金

2 負担金 2 負担金
1 認定審査会負担金 認定審査会共同設置負

担金
審査会の共同設置の場合
の負担金の受け入れ（幹事
市町村の特別会計に繰入
れる）

1 認定審査会負担金 認定審査会共同設置負
担金

審査会の共同設置の場合
の負担金の受け入れ（幹事
市町村の特別会計に繰入
れる）認定審査会委託負担金 審査会の委託の場合の負

担金受け入れ（委託を受け
た市町村の特別会計に繰
入れる）

認定審査会委託負担金 審査会の委託の場合の負
担金受け入れ（委託を受け
た市町村の特別会計に繰
入れる）

3 使用料及び
手数料

3 使用料及び
手数料

1 使用料 1 使用料
1 何使用料 何使用料 1 何使用料 何使用料

2 手数料 2 手数料
1 総務手数料 総務手数料 証明手数料 1 総務手数料 総務手数料 証明手数料
2 督促手数料 督促手数料 保険料の督促手数料の受

け入れ
2 督促手数料 督促手数料 保険料の督促手数料の受

け入れ
4 国庫支出金 4 国庫支出金

1 国庫負担金 介護及び予防給付に要す
費用の20/100（施設等給
付に要す費用は15/100）

1 国庫負担金 介護及び予防給付に要す
費用の20/100（施設等給
付に要す費用は15/100）

1 介護給付費交付金 現年度分 1 介護給付費交付金 現年度分
過年度分 過年度分

2 国庫補助金 2 国庫補助金
1 調整交付金 現年度分調整交付金 市町村に交付される交付金 1 調整交付金 現年度分調整交付金 市町村に交付される交付金

過年度分調整交付金 過年度分調整交付金
2 地域支援事業交付金
（介護予防事業）

現年度分 2 地域支援事業交付金
（介護予防事業）

現年度分

過年度分 過年度分
3 地域支援事業交付金
（包括的支援事業・任意
事業）

現年度分 3 地域支援事業交付金
（包括的支援事業・任意
事業）

現年度分

過年度分 過年度分
4 何費補助金 何費補助金 §127に基づく補助金 4 何費補助金 何費補助金 §127に基づく補助金
1 調整交付金 現年度分調整交付金 市町村に交付される交付金 1 調整交付金 現年度分調整交付金 市町村に交付される交付金

過年度分調整交付金 過年度分調整交付金
2 地域支援事業交付金
（介護予防・日常生活支
援総合事業）

現年度分 2 地域支援事業交付金
（介護予防・日常生活支
援総合事業）

現年度分

過年度分 過年度分
3 地域支援事業交付金
（包括的支援事業・任意
事業）

現年度分 3 地域支援事業交付金
（介護予防・日常生活支
援総合事業以外の地域
支援事業）

現年度分

過年度分 過年度分
4 何費補助金 何費補助金 §127に基づく補助金 4 何費補助金 何費補助金 §127に基づく補助金

○「介護保険特別会計の款項目節区分について」により改正を予定している介護保険事業特別会計における費目について

項 目
節の記載がない各目につ
いては、歳出予算の項の
区分等に対応して、地方公
共団体の長が定めた区分
によること

（介護予防・日
常生活支援総
合事業を実施し
ない場合）

（介護予防・日
常生活支援総
合事業を実施す
る場合）

（新）（旧）
保険事業勘定（歳入）

款 款項 目
節の記載がない各目につ
いては、歳出予算の項の
区分等に対応して、地方公
共団体の長が定めた区分
によること

（介護予防・日
常生活支援総
合事業を実施し
ない場合）

（介護予防・日
常生活支援総
合事業を実施す
る場合）

※   部が改正部分。 
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別添（未定稿）

5 支払基金交
付金

5 支払基金交
付金

1 支払基金交
付金

1 支払基金交
付金

1 介護給付費交付金 現年度分 1 介護給付費交付金 現年度分
過年度分 過年度分

2 地域支援事業支援交付
金

現年度分 2 地域支援事業支援交付
金

現年度分

過年度分 過年度分
6 都道府県支
出金

6 都道府県支
出金

1 都道府県負
担金

1 都道府県負
担金

1 介護給付費負担金 現年度分 1 介護給付費負担金 現年度分
過年度分 過年度分

2 財政安定化
基金支出金

2 財政安定化
基金支出金

1 交付金 交付金 1 交付金 交付金
3 都道府県補
助金

3 都道府県補
助金

1 地域支援事業交付金
（介護予防事業）

現年度分 1 地域支援事業交付金
（介護予防事業）

現年度分

過年度分 過年度分
2 地域支援事業交付金
（包括的支援事業・任意
事業）

現年度分 2 地域支援事業交付金
（包括的支援事業・任意
事業）

現年度分

過年度分 過年度分
3 何費補助金 何費補助金 §128に基づく補助金 3 何費補助金 何費補助金 §128に基づく補助金
1 地域支援事業交付金
（介護予防・日常生活支
援総合事業）

現年度分 1 地域支援事業交付金
（介護予防・日常生活支
援総合事業）

現年度分

過年度分 過年度分
2 地域支援事業交付金
（包括的支援事業・任意
事業）

現年度分 2 地域支援事業交付金
（介護予防・日常生活支
援総合事業以外の地域
支援事業）

現年度分

過年度分 過年度分
3 何費補助金 何費補助金 §128に基づく補助金 3 何費補助金 何費補助金 §128に基づく補助金

7 相互財政安
定化事業交
付金

7 相互財政安
定化事業交
付金

1 相互財政安
定化事業交
付金

1 相互財政安
定化事業交
付金

1 相互財政安定化事業交
付金

相互財政安定化事業交
付金

1 相互財政安定化事業交
付金

相互財政安定化事業交
付金

8 財産収入 8 財産収入
1 財産運用収
入

1 財産運用収
入

1 財産貸付収入 財産貸付収入 1 財産貸付収入 財産貸付収入
2 利子及び配当金 利子及び配当金 2 利子及び配当金 利子及び配当金

2 財産売払収
入

2 財産売払収
入

1 不動産売払収入 不動産売払収入 1 不動産売払収入 不動産売払収入
2 物品売払収入 物品売払収入 2 物品売払収入 物品売払収入

9 寄附金 9 寄附金
1 寄附金 1 寄附金

1 一般寄附金 一般寄附金 使途を限定しない寄附金 1 一般寄附金 一般寄附金 使途を限定しない寄附金
2 何寄附金 何寄附金 使途を限定する寄附金 2 何寄附金 何寄附金 使途を限定する寄附金

10 繰入金 10 繰入金

（介護予防・日
常生活支援総
合事業を実施し
ない場合）

中期財政運営期間の結果
によるため、必要のない年
度もある

（介護予防・日
常生活支援総
合事業を実施し
ない場合）

介護及び予防給付に要す
費用の12.5/100（施設等給
付に要す費用は17.5/100）

第2号被保険者の介護納
付金分に係る支払基金か
らの交付金

中期財政運営期間の結果
によるため、必要のない年
度もある

介護及び予防給付に要す
費用の12.5/100（施設等給
付に要す費用は17.5/100）

（介護予防・日
常生活支援総
合事業を実施す
る場合）

市町村相互財政安定化事
業を行う市町村にのみ適
用、行わない場合は、以下
1款ずつ繰り上げる

財政運用収入及び財産売
却収入

（介護予防・日
常生活支援総
合事業を実施す
る場合）

市町村相互財政安定化事
業を行う市町村にのみ適
用、行わない場合は、以下
1款ずつ繰り上げる

財政運用収入及び財産売
却収入

第2号被保険者の介護納
付金分に係る支払基金か
らの交付金
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別添（未定稿）

1 一般会計繰
入金

1 一般会計繰
入金

1 介護給付費繰入金 現年度分 介護及び予防給付に要す
費用の12.5/100

1 介護給付費繰入金 現年度分 介護及び予防給付に要す
費用の12.5/100

過年度分 過年度分
2 地域支援事業繰入金
（介護予防事業）

現年度分 2 地域支援事業繰入金
（介護予防事業）

現年度分

過年度分 過年度分
3 地域支援事業繰入金
（包括的支援事業・任意
事業）

現年度分 3 地域支援事業繰入金
（包括的支援事業・任意
事業）

現年度分

過年度分 過年度分
4 その他一般会計繰入金 職員給与費等繰入金 職員給与等の一般会計か

らの繰入金
4 その他一般会計繰入金 職員給与費等繰入金 職員給与等の一般会計か

らの繰入金
事務費繰入金 要介護及び要支援認定に

係る費用のうち一般会計か
らの繰入金

事務費繰入金 要介護及び要支援認定に
係る費用のうち一般会計か
らの繰入金

1 介護給付費繰入金 現年度分 介護及び予防給付に要す
費用の12.5/100

1 介護給付費繰入金 現年度分 介護及び予防給付に要す
費用の12.5/100

過年度分 過年度分
2 地域支援事業繰入金
（介護予防・日常生活支
援総合事業）

現年度分 2 地域支援事業繰入金
（介護予防・日常生活支
援総合事業）

現年度分

過年度分 過年度分
3 地域支援事業繰入金
（包括的支援事業・任意
事業）

現年度分 3 地域支援事業繰入金
（介護予防・日常生活支
援総合事業以外の地域
支援事業）

現年度分

過年度分 過年度分
4 その他一般会計繰入金 職員給与費等繰入金 職員給与等の一般会計か

らの繰入金
4 その他一般会計繰入金 職員給与費等繰入金 職員給与等の一般会計か

らの繰入金
事務費繰入金 要介護及び要支援認定に

係る費用のうち一般会計か
らの繰入金

事務費繰入金 要介護及び要支援認定に
係る費用のうち一般会計か
らの繰入金

2 基金繰入金 2 基金繰入金
1 介護給付費準備基金繰
入金

介護給付費準備基金繰
入金

中期財政運営期間中の余
剰金を積み立てる介護給
付費準備基金の取り崩し

1 介護給付費準備基金繰
入金

介護給付費準備基金繰
入金

中期財政運営期間中の余
剰金を積み立てる介護給
付費準備基金の取り崩し

2 何基金繰入金 何基金繰入金 2 何基金繰入金 何基金繰入金
3 介護サービ
ス事業勘定
繰入金

介護サービス事業勘定か
らの繰入金

3 介護サービ
ス事業勘定
繰入金

介護サービス事業勘定か
らの繰入金

1 介護サービス事業勘定
繰入金

介護サービス事業勘定
繰入金

1 介護サービス事業勘定
繰入金

介護サービス事業勘定
繰入金

4 他会計繰入
金

4 他会計繰入
金

1 他会計繰入金 他会計繰入金 1 他会計繰入金 他会計繰入金
11 繰越金 前年度歳計余剰金の計上 11 繰越金 前年度歳計余剰金の計上

1 繰越金 1 繰越金
1 繰越金 繰越金 1 繰越金 繰越金

12 市町村債 12 市町村債
1 市町村債 1 市町村債

1 市町村債 市町村債 1 市町村債 市町村債
2 財政安定化
基金貸付金

2 財政安定化
基金貸付金

1 財政安定化基金貸付金 財政安定化基金貸付金 1 財政安定化基金貸付金 財政安定化基金貸付金
13 諸収入 13 諸収入

1 延滞金、加
算金及び過
料

1 延滞金、加
算金及び過
料

1 第１号被保険者延滞金 第１号被保険者延滞金 1 第１号被保険者延滞金 第１号被保険者延滞金

（介護予防・日
常生活支援総
合事業を実施し
ない場合）

（介護予防・日
常生活支援総
合事業を実施す
る場合）

（介護予防・日
常生活支援総
合事業を実施し
ない場合）

（介護予防・日
常生活支援総
合事業を実施す
る場合）
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2 過料 過料 2 過料 過料
2 預金利子 歳計現金の利子等 2 預金利子 歳計現金の利子等

1 預金利子 預金利子 1 預金利子 預金利子
3 貸付金元利
収入

3 貸付金元利
収入

1 何貸付金元金収入 何貸付金元金収入 1 何貸付金元金収入 何貸付金元金収入
2 何貸付金利子収入 何貸付金利子収入 2 何貸付金利子収入 何貸付金利子収入

4 雑入 4 雑入
1 滞納処分費 滞納処分費 滞納処分に直接要した経

費で滞納者の負担に帰す
べき弁償金的なもの

1 滞納処分費 滞納処分費 滞納処分に直接要した経
費で滞納者の負担に帰す
べき弁償金的なもの

2 弁償金 弁償金 財産の亡失、損傷等に係る
損害賠償金

2 弁償金 弁償金 財産の亡失、損傷等に係る
損害賠償金

3 違約金及び延納利息 違約金及び延納利息 工事請負等の違約金及び
延納特約などに基づく返納
利息等

3 違約金及び延納利息 違約金及び延納利息 工事請負等の違約金及び
延納特約などに基づく返納
利息等

4 小切手未払い資金組入
れ

小切手未払い資金組入
れ

地自令§165の6②による
払出後1年経過の小切手
の歳入組入れ

4 小切手未払い資金組入
れ

小切手未払い資金組入
れ

地自令§165の6②による
払出後1年経過の小切手
の歳入組入れ

5 第三者納付金 第三者納付金 §21の第三者行為に係る
損害賠償金

5 第三者納付金 第三者納付金 §21の第三者行為に係る
損害賠償金

6 返納金 返納金 §22の不正利得徴収金 6 返納金 返納金 §22の不正利得徴収金
7 雑入 雑入 （新設） 7 雑入 雑入 （保険者が直接介護予防・

日常生活支援総合事業を
実施し、利用者負担を徴収
する場合）
利用者負担金

節 適用 節 適用
1 総務費 1 総務費

1 総務管理費 1 総務管理費
1 一般管理費 報酬 嘱託徴収員等報酬 1 一般管理費 報酬 嘱託徴収員等報酬

給料 吏員又は雇員の給料 給料 職員の給料
職員手当等 法律又は条例に基づく手当 職員手当等 法律又は条例に基づく手当
共済費 共済組合に対する負担金、

雇用保険、健康保険の保
険料

共済費 共済組合に対する負担金、
雇用保険、健康保険の保
険料

災害補償費 災害補償費
賃金 臨時職員の賃金 賃金 臨時職員の賃金
報償費 報償費、講師謝礼 報償費 報償費、講師謝礼
旅費 職員の旅費 旅費 職員の旅費
交際費 交際費
需用費 消耗品費、光熱水費等の

共通需用費
需用費 消耗品費、光熱水費等の

共通需用費
役務費 通信運搬費、保険料等 役務費 通信運搬費、保険料等
委託料 共通電算委託料 委託料 共通電算委託料
使用料及び賃借料 使用料及び賃借料
公有財産購入費 公有財産購入費
備品購入費 庁用器具費、機械器具費 備品購入費 庁用器具費、機械器具費
負担金、補助及び交付金 各種団体に対する負担金 負担金、補助及び交付金 各種団体に対する負担金
貸付金 貸付金
公課費 公課費

2 連合会負担金 負担金、補助及び交付金 国保連合会に対する負担金 2 連合会負担金 負担金、補助及び交付金 国保連合会に対する負担金
第三者行為求償事務負担金 第三者行為求償事務負担金

2 徴収費 2 徴収費
1 賦課徴収費 職員手当等 1 賦課徴収費 職員手当等

旅費 滞納整理のための職員旅費 旅費 滞納整理のための職員旅費
需用費 需用費
役務費 役務費

款 項
（旧） （新）

目

保険事業勘定（歳出）

項 目款
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備品購入費 備品購入費
繰出金 滞納整理に係る他会計分

への繰出金
繰出金 滞納整理に係る他会計分

への繰出金
2 納入奨励費 報償費 完納世帯表彰費等 2 納入奨励費 報償費 完納世帯表彰費等

負担金、補助及び交付金 負担金、補助及び交付金
3 滞納処分費 賃金 3 滞納処分費 賃金

旅費 滞納処分のための職員旅費 旅費 滞納処分のための職員旅費
需用費 需用費
役務費 役務費
使用料及び賃借料 使用料及び賃借料
備品購入費 備品購入費
繰出金 滞納処分に係る他会計へ

の繰出金（国保料一体徴
収の場合等）

繰出金 滞納処分に係る他会計へ
の繰出金（国保料一体徴
収の場合等）

3 介護認定審
査会費

3 介護認定審
査会費

1 介護認定審査会費 報酬 委員等に対する報酬 1 介護認定審査会費 報酬 委員等に対する報酬
旅費 委員等の費用弁償及び旅費 旅費 委員等の費用弁償及び旅費
需用費 需用費
役務費 郵便料等 役務費 郵便料等
使用料及び賃借料 使用料及び賃借料
備品購入費 備品購入費
委託料 審査会を委託する場合 委託料 審査会を委託する場合
負担金、補助及び交付金 審査会を共同設置する場合 負担金、補助及び交付金 審査会を共同設置する場合

2 認定調査等費 職員手当等 2 認定調査等費 職員手当等
旅費 認定調査に係る職員旅費 旅費 認定調査に係る職員旅費
需用費 需用費
役務費 主治医等意見書 役務費 主治医等意見書
使用料及び賃借料 使用料及び賃借料
備品購入費 備品購入費
委託料 指定居宅支援事業者等に

調査委託をした場合
委託料 指定居宅支援事業者等に

調査委託をした場合
3 認定審査会共同設置負
担金

負担金、補助及び交付金 認定審査会の共同設置の
場合の負担金

3 認定審査会共同設置負
担金

負担金、補助及び交付金 認定審査会の共同設置の
場合の負担金

4 認定審査会委託負担金 負担金、補助及び交付金 認定審査会の委託の場合
の負担金

4 認定審査会委託負担金 負担金、補助及び交付金 認定審査会の委託の場合
の負担金

4 趣旨普及費 介護保険の趣旨普及に要
する費用

4 趣旨普及費 介護保険の趣旨普及に要
する費用

1 趣旨普及費 賃金 1 趣旨普及費 賃金
旅費 旅費
需用費 需用費
役務費 役務費
委託料 委託料
使用料及び賃借料 使用料及び賃借料
備品購入費 備品購入費

5 計画策定委
員会費

5 計画策定委
員会費

1 計画策定委員会費 報酬 委員等に対する報酬 1 計画策定委員会費 報酬 委員等に対する報酬
旅費 委員等の費用弁償及び旅費 旅費 委員等の費用弁償及び旅費
需用費 需用費
役務費 郵便料等 役務費 郵便料等
使用料及び賃借料 使用料及び賃借料
備品購入費 備品購入費
委託料 委託料
負担金、補助及び交付金 負担金、補助及び交付金

2 保険給付費 2 保険給付費
1 介護サービ
ス等諸費

1 介護サービ
ス等諸費

1 居宅介護サービス給付費 負担金、補助及び交付金 1 居宅介護サービス給付費 負担金、補助及び交付金
2 特例居宅介護サービス
給付費

負担金、補助及び交付金 2 特例居宅介護サービス
給付費

負担金、補助及び交付金
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3 地域密着型介護サービ
ス給付費

負担金、補助及び交付金 3 地域密着型介護サービ
ス給付費

負担金、補助及び交付金

4 特例地域密着型介護
サービス給付費

負担金、補助及び交付金 4 特例地域密着型介護
サービス給付費

負担金、補助及び交付金

5 施設介護サービス給付費 負担金、補助及び交付金 5 施設介護サービス給付費 負担金、補助及び交付金
6 特例施設介護サービス
給付費

負担金、補助及び交付金 6 特例施設介護サービス
給付費

負担金、補助及び交付金

7 居宅介護福祉用具購入
費

負担金、補助及び交付金 7 居宅介護福祉用具購入
費

負担金、補助及び交付金

8 居宅介護住宅改修費 負担金、補助及び交付金 8 居宅介護住宅改修費 負担金、補助及び交付金
9 居宅介護サービス計画
給付費

負担金、補助及び交付金 9 居宅介護サービス計画
給付費

負担金、補助及び交付金

10 特例居宅介護サービス
計画給付費

負担金、補助及び交付金 10 特例居宅介護サービス
計画給付費

負担金、補助及び交付金

2 介護予防
サービス等
諸費

2 介護予防
サービス等
諸費

1 介護予防サービス給付費 負担金、補助及び交付金 1 介護予防サービス給付費 負担金、補助及び交付金
2 特例介護予防サービス
給付費

負担金、補助及び交付金 2 特例介護予防サービス
給付費

負担金、補助及び交付金

3 地域密着型介護予防
サービス給付費

負担金、補助及び交付金 3 地域密着型介護予防
サービス給付費

負担金、補助及び交付金

4 特例地域密着型介護予
防サービス給付費

負担金、補助及び交付金 4 特例地域密着型介護予
防サービス給付費

負担金、補助及び交付金

5 介護予防福祉用具購入
費

負担金、補助及び交付金 5 介護予防福祉用具購入
費

負担金、補助及び交付金

6 介護予防住宅改修費 負担金、補助及び交付金 6 介護予防住宅改修費 負担金、補助及び交付金
7 介護予防サービス計画
給付費

負担金、補助及び交付金 7 介護予防サービス計画
給付費

負担金、補助及び交付金

8 特例介護予防サービス
計画給付費

負担金、補助及び交付金 8 特例介護予防サービス
計画給付費

負担金、補助及び交付金

3 その他諸費 3 その他諸費
1 審査支払手数料 役務費 介護給付費請求書の審査

支払手数料
1 審査支払手数料 役務費 介護給付費請求書の審査

支払手数料
2 介護給付費請求書電算
処理システム料

役務費 電算システム開発費を通
常の審査支払手数料と別
枠で支払う場合等

2 介護給付費請求書電算
処理システム料

役務費 電算システム開発費を通
常の審査支払手数料と別
枠で支払う場合等

4 高額介護
サービス等
費

4 高額介護
サービス等
費

1 高額介護サービス費 負担金、補助及び交付金 1 高額介護サービス費 負担金、補助及び交付金
2 高額介護予防サービス費 負担金、補助及び交付金 2 高額介護予防サービス費 負担金、補助及び交付金

5 高額医療合
算介護サー
ビス等費

5 高額医療合
算介護サー
ビス等費

1 高額医療合算介護サー
ビス費

負担金、補助及び交付金 1 高額医療合算介護サー
ビス費

負担金、補助及び交付金

2 高額医療合算介護予防
サービス費

負担金、補助及び交付金 2 高額医療合算介護予防
サービス費

負担金、補助及び交付金

6 市町村特別
給付費

6 市町村特別
給付費

1 市町村特別給付費 負担金、補助及び交付金 1 市町村特別給付費 負担金、補助及び交付金
7 特定入所者
介護サービ
ス等費

7 特定入所者
介護サービ
ス等費

1 特定入所者介護サービ
ス費

負担金、補助及び交付金 1 特定入所者介護サービ
ス費

負担金、補助及び交付金

2 特例特定入所者介護
サービス費

負担金、補助及び交付金 2 特例特定入所者介護
サービス費

負担金、補助及び交付金

3 特定入所者介護予防
サービス費

負担金、補助及び交付金 3 特定入所者介護予防
サービス費

負担金、補助及び交付金
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4 特例特定入所者介護予
防サービス費

負担金、補助及び交付金 4 特例特定入所者介護予
防サービス費

負担金、補助及び交付金

8 何々 8 何々
1 何々 何々 1 何々 何々

3 財政安定化
基金拠出金

3 財政安定化
基金拠出金

1 財政安定化
基金拠出金

1 財政安定化
基金拠出金

1 財政安定化基金拠出金 負担金、補助及び交付金 年度拠出 1 財政安定化基金拠出金 負担金、補助及び交付金 年度拠出
4 相互財政安
定化
事業負担金

4 相互財政安
定化
事業負担金

1 相互財政安
定化事業負
担金

1 相互財政安
定化事業負
担金

1 相互財政安定化事業負担金 負担金、補助及び交付金 1 相互財政安定化事業負担金 負担金、補助及び交付金
5 地域支援事
業費

5 地域支援事
業費

1 介護予防事
業費

1 介護予防事
業費

1 二次予防事業費 何々 1 二次予防事業費 何々
2 一次予防事業費 何々 2 一次予防事業費 何々
（新設） 3 総合事業費精算金 負担金、補助及び交付金 住所地特例者が総合事業

の提供を受けたときの精算
金。

3 何々 何々 4 何々 何々
2 包括的支援
事業・任意
事業費

2 包括的支援
事業・任意
事業費

1 介護予防ケアマネジメ
ント事業費

何々 1 介護予防ケアマネジメ
ント事業費

何々

2 総合相談事業費 何々 2 総合相談事業費 何々
3 権利擁護事業費 何々 3 権利擁護事業費 何々
4 包括的・継続的ケアマ
ネジメント支援事業費

何々 4 包括的・継続的ケアマ
ネジメント支援事業費

何々

5 任意事業費 何々 5 任意事業費 何々
1 1

1 要支援者向け予防サー
ビス、生活支援サービ
ス及びケアマネジメント
等事業費

何々 1 介護予防・生活支援
サービス事業費（第１号
訪問事業、第１号通所
事業、第１生活支援事
業）

報酬 嘱託職員等報酬、費用弁
償等

2 二次予防事業対象者向
け予防サービス、生活
支援サービス及びケア
マネジメント等事業費

何々 二次予防事業対象者向け
介護予防ケアマネジメント
事業費の計上

給料 職員の給料

3 一次予防事業費 何々 職員手当等 法律又は条例に基づく手当
4 何々 何々 共済費 共済組合に対する負担金、

雇用保険、健康保険の保
険料

災害補償費
賃金 臨時職員の賃金
報償費 講師謝礼、事業謝礼等
旅費 職員の旅費
需用費 介護用具修繕費

介護用消耗材費
役務費 通信運搬費、保険料等
委託料 業務委託料等
使用料及び賃借料
備品購入費 介護用具購入費

（介護予防・日
常生活支援総
合事業を実施す
る場合）

市町村相互財政安定化事
業を行う市町村にのみ適
用、行わない場合は、以下
1款ずつ繰り上げる。

（介護予防・日
常生活支援総
合事業を実施し
ない場合）

（介護予防・日
常生活支援総
合事業を実施し
ない場合）

（介護予防・日
常生活支援総
合事業を実施す
る場合）

市町村相互財政安定化事
業を行う市町村にのみ適
用、行わない場合は、以下
1款ずつ繰り上げる。

介護予防・
日常生活支
援総合事業
費

介護予防・
生活支援
サービス事
業費
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別添（未定稿）

負担金、補助及び交付
金

共同事業負担金、事業費
補助金等

2 介護予防ケアマネジメ
ント事業費

報酬 嘱託職員等報酬、費用弁
償等

給料 職員の給料
職員手当等 法律又は条例に基づく手当
共済費 共済組合に対する負担金、

雇用保険、健康保険の保
険料

災害補償費
賃金 臨時職員の賃金
報償費 講師謝礼等
旅費 職員の旅費
需用費 消耗品費
役務費 通信運搬費、保険料等
委託料 業務委託料等
使用料及び賃借料
備品購入費 介護用具購入費

2 一般介護予
防事業費

1 一般介護予防事業費 何々
2 包括的支援
事業・任意
事業費

3 包括的支援
事業・任意
事業費

1 総合相談事業費 何々 1 総合相談事業費 何々
2 権利擁護事業費 何々 2 権利擁護事業費 何々
3 包括的・継続的ケアマ
ネジメント支援事業費

何々 3 包括的・継続的ケアマ
ネジメント支援事業費

何々

4 任意事業費 何々 4 任意事業費 何々
（新設） 5 在宅医療・介護連携推

進事業費
何々

（新設） 6 生活支援体制整備事業
費

何々

（新設） 7 認知症総合支援事業費 何々
3 その他諸費 4 その他諸費

1 審査支払手数料 役務費 介護予防・日常生活支援
総合事業の実施に必要な
費用の支払決定に係る審
査及び支払の事務を委託
する場合

1 審査支払手数料 役務費 介護予防・日常生活支援
総合事業の実施に必要な
費用の支払決定に係る審
査及び支払の事務を委託
する場合

6 保健福祉事
業費

6 保健福祉事
業費

1 保健福祉事
業費

1 保健福祉事
業費

1 何々 何々 §115の41において市町村
の行う保健福祉事業に係
る費用であって、第1号保
険料を財源とするもの

1 何々 何々 §115の41において市町村
の行う保健福祉事業に係
る費用であって、第1号保
険料を財源とするもの

7 基金積立金 7 基金積立金
1 基金積立金 1 基金積立金

1 介護給付費準備基金積
立金

介護給付費準備基金積
立金

中期財政運営期間中の剰
余金の管理基金への積立
金

1 介護給付費準備基金積
立金

介護給付費準備基金積
立金

中期財政運営期間中の剰余
金の管理基金への積立金

2 何基金積立金 積立金 2 何基金積立金 積立金
8 公債費 8 公債費

1 公債費 一時借入金利子等 1 公債費 一時借入金利子等
1 元金 償還金、利子及び割引料 1 元金 償還金、利子及び割引料
2 利子 償還金、利子及び割引料 2 利子 償還金、利子及び割引料
3 公債諸費 何々 3 公債諸費 何々

2 2

1 財政安定化基金償還金 償還金、利子及び割引料 1 財政安定化基金償還金 償還金、利子及び割引料

財政安定化
基金償還金

財政安定化
基金償還金

（介護予防・日
常生活支援総
合事業を実施す
る場合）
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別添（未定稿）

9 予備費 9 予備費
1 予備費 1 予備費

1 予備費 1 予備費

10 諸支出金 10 諸支出金
1 償還金及び
還付加算金

1 償還金及び
還付加算金

1 第1号被保険者保険料
還付金

償還金、利子及び割引料 過年度分に係る保険料払
戻金

1 第1号被保険者保険料
還付金

償還金、利子及び割引料 過年度分に係る保険料払
戻金

2 償還金 償還金、利子及び割引料 国庫支出金等過年度分返
還金等

2 償還金 償還金、利子及び割引料 国庫支出金等過年度分返
還金等

3 小切手支払未済償還金 償還金、利子及び割引料 自治令§165の5振り出した
日から1年を経過して支払
を受けていない場合による
利得償還要求に対する償
還

3 小切手支払未済償還金 償還金、利子及び割引料 自治令§165の5振り出した
日から1年を経過して支払
を受けていない場合による
利得償還要求に対する償
還4 第1号被保険者還付加

算金
償還金、利子及び割引料 保険料払戻金に係る還付

加算金
4 第1号被保険者還付加
算金

償還金、利子及び割引料 保険料払戻金に係る還付
加算金

5 高額介護サービス費貸
付金

貸付金 5 高額介護サービス費貸
付金

貸付金
2 延滞金 2 延滞金

1 延滞金 償還金、利子及び割引料 1 延滞金 償還金、利子及び割引料
3 繰出金 3 繰出金

1 他会計繰出金 繰出金 1 他会計繰出金 繰出金
2 介護サービス事業勘定
繰出金

繰出金 2 介護サービス事業勘定
繰出金

繰出金

節 適用 節 適用
1 サービス収入 1 サービス収入

1 介護給付費
収入

1 介護給付費
収入

1 居宅介護サービス費収入 訪問介護費収入 1 居宅介護サービス費収入 訪問介護費収入
訪問入浴介護費収入 訪問入浴介護費収入
訪問看護費収入 訪問看護費収入
訪問リハビリテーション
費収入

訪問リハビリテーション
費収入

居宅療養管理指導費収入 居宅療養管理指導費収入

通所介護費収入 通所介護費収入
通所リハビリテーション
費収入

通所リハビリテーション
費収入

福祉用具貸与費収入 福祉用具貸与費収入
短期入所生活介護費収入 短期入所生活介護費収入
短期入所療養介護費収入 短期入所療養介護費収入

特定施設入居者生活介
護費収入

特定施設入居者生活介
護費収入

2 特例居宅介護サービス
費収入

特例居宅介護サービス
費収入

2 特例居宅介護サービス
費収入

特例居宅介護サービス
費収入

3 地域密着型介護サービ
ス費収入

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護費収入

3 地域密着型介護サービ
ス費収入

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護費収入

夜間対応型訪問介護費
収入

夜間対応型訪問介護費
収入

（新設） 地域密着型通所介護
サービス費収入

認知症対応型通所介護
費収入

認知症対応型通所介護
費収入

小規模多機能型居宅介
護費収入

小規模多機能型居宅介
護費収入

認知症対応型共同生活
介護費収入

認知症対応型共同生活
介護費収入

目
節の記載がない各目につ
いては、歳出予算の項の
区分等に対応して、地方公
共団体の長が定めた区分
によること

節の記載がない各目につ
いては、歳出予算の項の
区分等に対応して、地方公
共団体の長が定めた区分
によること

介護サービス事業勘定（歳入）
（旧） （新）

款 項 目 款 項
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別添（未定稿）

地域密着型特定施設入
居者生活介護費収入

地域密着型特定施設入
居者生活介護費収入

地域密着型介護老人福
祉施設入所者生活介護
費収入

地域密着型介護老人福
祉施設入所者生活介護
費収入

複合型サービス費収入 複合型サービス費収入
4 特例地域密着型介護
サービス費収入

特例地域密着型介護
サービス費収入

4 特例地域密着型介護
サービス費収入

特例地域密着型介護
サービス費収入

5 居宅介護福祉用具購入
費収入

居宅介護福祉用具購入
費収入

5 居宅介護福祉用具購入
費収入

居宅介護福祉用具購入
費収入

6 居宅介護住宅改修費 居宅介護住宅改修費 6 居宅介護住宅改修費 居宅介護住宅改修費
7 居宅介護サービス計画
費収入

居宅介護サービス計画
費収入

7 居宅介護サービス計画
費収入

居宅介護サービス計画
費収入

8 特例居宅介護サービス
計画費収入

特例居宅介護サービス
計画費収入

8 特例居宅介護サービス
計画費収入

特例居宅介護サービス
計画費収入

9 施設介護サービス費収入 施設介護サービス費収入 9 施設介護サービス費収入 施設介護サービス費収入

10 特例施設介護サービス
費収入

特例施設介護サービス
費収入

10 特例施設介護サービス
費収入

特例施設介護サービス
費収入

2 予防給付費
収入

2 予防給付費
収入

1 介護予防サービス費収入 介護予防訪問介護費収入 1 介護予防サービス費収入 （削除）
介護予防訪問入浴介護
費収入

介護予防訪問入浴介護
費収入

介護予防訪問看護費収入 介護予防訪問看護費収入

介護予防訪問リハビリ
テーション費収入

介護予防訪問リハビリ
テーション費収入

介護予防居宅療養管理
指導費収入

介護予防居宅療養管理
指導費収入

介護予防通所介護費収入 （削除）
介護予防通所リハビリ
テーション費収入

介護予防通所リハビリ
テーション費収入

介護予防福祉用具貸与
費収入

介護予防福祉用具貸与
費収入

介護予防短期入所生活
介護費収入

介護予防短期入所生活
介護費収入

介護予防短期入所療養
介護費収入

介護予防短期入所療養
介護費収入

介護予防特定施設入居
者生活介護費収入

介護予防特定施設入所
者生活介護費収入

2 特例介護予防サービス
費収入

特例介護予防サービス
費収入

2 特例介護予防サービス
費収入

特例介護予防サービス
費収入

3 地域密着型介護予防
サービス費収入

3 地域密着型介護予防
サービス費収入

介護予防認知症対応型
通所介護費収入

介護予防認知症対応型
通所介護費収入

介護予防小規模多機能
型居宅介護費収入

介護予防小規模多機能
型居宅介護費収入

介護予防認知症対応型
共同生活介護費収入

介護予防認知症対応型
共同生活介護費収入

4 特例地域密着型介護予
防サービス費収入

特例地域密着型介護予
防サービス費収入

4 特定地域密着型介護予
防サービス費収入

特定地域密着型介護予
防サービス費収入

5 介護予防福祉用具購入
費収入

介護予防福祉用具購入
費収入

5 介護予防福祉用具購入
費収入

介護予防福祉用具購入
費収入

6 介護予防住宅改修費収
入

介護予防住宅改修費収
入

6 介護予防住宅改修費 介護予防住宅改修費

7 介護予防サービス計画
費収入

介護予防サービス計画
費収入

7 介護予防サービス計画
費収入

介護予防サービス計画
費収入

8 特例介護予防サービス
計画費収入

特例介護予防サービス
計画費収入

8 特例介護予防サービス
計画費収入

特例介護予防サービス
計画費収入

（介護予防・日
常生活支援総
合事業を実施す
る場合）
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別添（未定稿）

（新設） 3 介護予防・
日常生活支
援総合事業
費収入

1 訪問型サービス事業費
収入

2 通所型サービス事業費
収入

3 生活支援サービス事業
費収入

3 自己負担金
収入

4 自己負担金
収入

1 自己負担金収入 自己負担金収入 利用者の自己負担金 1 自己負担金収入 自己負担金収入 利用者の自己負担金
4 特定入所者
介護サービ
ス等収入

5 特定入所者
介護サービ
ス等収入

1 特定入所者介護サービ
ス費収入

特定入所者介護サービ
ス費収入

1 特定入所者介護サービ
ス費収入

特定入所者介護サービ
ス費収入

2 特例特定入所者介護
サービス費収入

特例特定入所者介護
サービス費収入

2 特例特定入所者介護
サービス費収入

特例特定入所者介護
サービス費収入

3 特定入所者支援サービ
ス費収入

特定入所者支援サービ
ス費収入

3 特定入所者支援サービ
ス費収入

特定入所者支援サービ
ス費収入

4 特例特定入所者支援
サービス費収入

特例特定入所者支援
サービス費収入

4 特例特定入所者支援
サービス費収入

特例特定入所者支援
サービス費収入

5 何々 何々 5 何々 何々
2 分担金及び
負担金

2 分担金及び
負担金

1 分担金 1 分担金
1 何費分担金 何費分担金 1 何費分担金 何費分担金

2 負担金 2 負担金
1 何費負担金 何費負担金 1 何費負担金 何費負担金

3 使用料及び
手数料

3 使用料及び
手数料

1 使用料 1 使用料
1 何使用料 何使用料 1 何使用料 何使用料

2 手数料 2 手数料
1 文書料 文書料 1 文書料 文書料
2 何手数料 何手数料 2 何手数料 何手数料

4 国庫支出金 4 国庫支出金
1 国庫補助金 1 国庫補助金

1 施設整備費補助金 施設整備費補助金 1 施設整備費補助金 施設整備費補助金
2 何費補助金 何費補助金 2 何費補助金 何費補助金

5 都道府県支
出金

5 都道府県支
出金

1 都道府県補
助金

1 都道府県補
助金

1 何補助金 何補助金 1 何補助金 何補助金
6 財産収入 6 財産収入

1 財産運用収入 1 財産運用収入

1 財産貸付収入 財産貸付収入 1 財産貸付収入 財産貸付収入
2 利子及び配当金 利子及び配当金 2 利子及び配当金 利子及び配当金

2 財産売払収入 2 財産売払収入

1 不動産売払収入 不動産売払収入 1 不動産売払収入 不動産売払収入
2 物品売払収入 物品売払収入 2 物品売払収入 物品売払収入

7 寄附金 7 寄附金
1 寄附金 1 寄附金

1 一般寄附金 一般寄附金 使途を限定しない寄附金 1 一般寄附金 一般寄附金 使途を限定しない寄附金
2 何寄附金 何寄附金 使途を限定する寄附金 2 何寄附金 何寄附金 使途を限定する寄附金

8 繰入金 8 繰入金
1 他会計繰入金 1 他会計繰入金

1 他会計繰入金 他会計繰入金 1 他会計繰入金 他会計繰入金
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別添（未定稿）

2 何基金繰入金 2 何基金繰入金

1 何基金繰入金 何基金繰入金 1 何基金繰入金 何基金繰入金
3 保険事業勘
定繰入金

3 保険事業勘
定繰入金

1 保険事業勘定繰入金 保険事業勘定繰入金 保険事業勘定からの繰入金 1 保険事業勘定繰入金 保険事業勘定繰入金 保険事業勘定からの繰入金
9 繰越金 9 繰越金

1 繰越金 前年度歳計余剰金の計上 1 繰越金 前年度歳計余剰金の計上
1 繰越金 繰越金 1 繰越金 繰越金

10 市町村債 10 市町村債
1 市町村債 1 市町村債

1 市町村債 市町村債 1 市町村債 市町村債
11 諸収入 11 諸収入

1 預金利子 歳計現金の利子等 1 預金利子 歳計現金の利子等
1 預金利子 預金利子 1 預金利子 預金利子

2 雑入 2 雑入
1 弁償金 弁償金 財産の亡失、損傷等に係る

損害賠償金
1 弁償金 弁償金 財産の亡失、損傷等に係る

損害賠償金
2 違約金及び延納利息 違約金及び延納利息 工事請負等の違約金及び

延納特約などに基づく返納
利息等

2 違約金及び延納利息 違約金及び延納利息 工事請負等の違約金及び
延納特約などに基づく返納
利息等

3 小切手未払い資金組入れ 小切手未払い資金組入れ 地自令§165の6②による
払出後1年経過の小切手
の歳入組入れ

3 小切手未払い資金組入れ 小切手未払い資金組入れ 地自令§165の6②による
払出後1年経過の小切手
の歳入組入れ

4 雑入 雑入 4 雑入 雑入
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別添（未定稿）

節 適用 節 適用
1 総務費 1 総務費

1 施設管理費 1 施設管理費
1 一般管理費 報酬 1 一般管理費 報酬

給料 職員の給料 給料 職員の給料
職員手当等 法律又は条例に基づく手当 職員手当等 法律又は条例に基づく手当
共済費 共済組合に対する負担金、

雇用保険、健康保険の保
険料

共済費 共済組合に対する負担金、
雇用保険、健康保険の保
険料

災害補償費 災害補償費
賃金 臨時職員の賃金 賃金 臨時職員の賃金
報償費 報償費、講師謝礼 報償費 報償費、講師謝礼
旅費 職員の旅費 旅費 職員の旅費
交際費 交際費
需用費 消耗品費、光熱水費等の

共通需用費
需用費 消耗品費、光熱水費等の

共通需用費
役務費 通信運搬費、保険料等 役務費 通信運搬費、保険料等
委託料 委託料
使用料及び賃借料 使用料及び賃借料
公有財産購入費 公有財産購入費
備品購入費 一般事務に係るもの 備品購入費 一般事務に係るもの
負担金、補助及び交付金 各種団体に対する負担金 負担金、補助及び交付金 各種団体に対する負担金

2 研究研修費 2 研究研修費
1 研究研修費 職員手当等 1 研究研修費 職員手当等

旅費 旅費
需用費 需用費
役務費 役務費
使用料及び賃借料 使用料及び賃借料
備品購入費 備品購入費
繰出金 繰出金

2 事業費 2 事業費
1 居宅サービ
ス事業費

1 居宅サービ
ス事業費

1 居宅介護サービス事業費 職員手当等 法律又は条例に基づく手当 1 居宅介護サービス事業費 職員手当等 法律又は条例に基づく手当
賃金 臨時職員の賃金 賃金 臨時職員の賃金
旅費 職員の旅費 旅費 職員の旅費
需用費 介護用具修繕費

介護用消耗材費
需用費 介護用具修繕費

介護用消耗材費
備品購入費 介護用具購入費 備品購入費 介護用具購入費

2 介護予防サービス等事
業費

職員手当等 法律又は条例に基づく手当 2 介護予防サービス等事
業費

職員手当等 法律又は条例に基づく手当

賃金 臨時職員の賃金 賃金 臨時職員の賃金
旅費 職員旅費 旅費 職員旅費
需用費 介護予防用具修繕費

介護予防用消耗材費
需用費 介護予防用具修繕費

介護予防用消耗材費
備品購入費 介護予防用具購入費 備品購入費 介護予防用具購入費

2 地域密着型
サービス事
業費

2 地域密着型
サービス事
業費

1 地域密着型サービス等
事業費

職員手当等 法律又は条例に基づく手当 1 地域密着型サービス等
事業費

職員手当等 法律又は条例に基づく手当

賃金 臨時職員の賃金 賃金 臨時職員の賃金
旅費 職員の旅費 旅費 職員の旅費
需用費 介護用具修繕費

介護用消耗材費
需用費 介護用具修繕費

介護用消耗材費
備品購入費 介護用具購入費 備品購入費 介護用具購入費

2 地域密着型介護予防
サービス等事業費

職員手当等 法律又は条例に基づく手当 2 地域密着型介護予防
サービス等事業費

職員手当等 法律又は条例に基づく手当

介護サービス事業勘定（歳出）

項 目
（旧） （新）

款 項 目 款
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別添（未定稿）

賃金 臨時職員の賃金 賃金 臨時職員の賃金
旅費 職員の旅費 旅費 職員の旅費
需用費 介護予防用具修繕費

介護予防用消耗材費
需用費 介護予防用具修繕費

介護予防用消耗材費
備品購入費 介護予防用具購入費 備品購入費 介護予防用具購入費

3 居宅介護支
援事業費

3 居宅介護支
援事業費

1 居宅介護支援事業費 職員手当等 法律又は条例に基づく手当 1 居宅介護支援事業費 職員手当等 法律又は条例に基づく手当
賃金 臨時職員の賃金 賃金 臨時職員の賃金
旅費 管理指導に係る職員旅費 旅費 管理指導に係る職員旅費

需用費 消耗品費、光熱水費等の
共通需用費

2 介護予防支援事業費 職員手当等 法律又は条例に基づく手当 2 介護予防支援事業費 職員手当等 法律又は条例に基づく手当

賃金 臨時職員の賃金 賃金 臨時職員の賃金

旅費 職員の旅費 旅費 職員の旅費
需用費 消耗品費、光熱水費等の

共通需用費
（新設） 4

1 訪問型サービス事業費 職員手当等 法律又は条例に基づく手当
賃金 臨時職員の賃金

旅費 職員の旅費
需用費 介護用具修繕費

介護用消耗材費
備品購入費 介護用具購入費

2 通所型サービス事業費 職員手当等 法律又は条例に基づく手当
賃金 臨時職員の賃金
旅費 職員の旅費
需用費 介護用具修繕費

介護用消耗材費
備品購入費 介護用具購入費

3 生活支援サービス事業費 職員手当等 法律又は条例に基づく手当
賃金 臨時職員の賃金
旅費 職員の旅費
需用費 介護用具修繕費

介護用消耗材費
備品購入費 介護用具購入費

4 何々 5 何々
1 何々 1 何々

3 施設整備費 3 施設整備費
1 施設整備費 1 施設整備費

1 施設整備費 賃金 1 施設整備費 賃金
需用費 需用費
役務費 役務費
委託料 委託料
工事請負費 工事請負費
原材料費 原材料費
備品購入費 備品購入費

4 基金積立金 4 基金積立金
1 基金積立金 1 基金積立金

1 何基金積立金 積立金 1 何基金積立金 積立金
5 公債費 5 公債費

1 公債費 1 公債費
1 元金 償還金、利子及び割引料 1 元金 償還金、利子及び割引料
2 利子 償還金、利子及び割引料 一時借入金の利子等 2 利子 償還金、利子及び割引料 一時借入金の利子等

（介護予防・日
常生活支援総
合事業を実施す
る場合）

介護予防・
日常生活支
援総合事業
費
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別添（未定稿）

3 公債諸費 3 公債諸費
6 予備費 6 予備費

1 予備費 1 予備費
1 予備費 1 予備費

7 諸支出金 7 諸支出金
1 償還金 1 償還金

1 償還金 償還金、利子及び割引
料

国庫支出金等過年度分返
還金等

1 償還金 償還金、利子及び割引
料

国庫支出金等過年度分返
還金等

2 小切手未払未済償還金 償還金、利子及び割引
料

自治令§165の5振り出した
日から1年を経過して支払
を受けていない場合による
利得償還要求に対する償
還

2 小切手未払未済償還金 償還金、利子及び割引
料

自治令§165の5振り出した
日から1年を経過して支払
を受けていない場合による
利得償還要求に対する償
還2 繰出金 2 繰出金

1 他会計繰出金 繰出金 1 他会計繰出金 繰出金

2 保険事業勘定繰出金 繰出金 2 保険事業勘定繰出金 繰出金
8 諸費 8 諸費

※　本資料は関係者の準備に資するため新しい総合事業の実施等の制度改正事項等について平成３０年度以降の事業勘定について整理したものであり、

※今後の検討により変更があり得るものである。
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問 介護予防・生活支援サービス事業及び一般介護予防事業における各事業は、全てを実施しなければならないもので
はなく、選択実施と考えてよいか。  

「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についてのQ&A・抜粋 

第１ 総合事業の実施に関する総則的な事項 

（答） 

１ 介護予防・生活支援サービス事業は、訪問型サービス、通所型サービス、その他の生活支援サービス、介護予防ケア 

 マネジメントの４事業により構成されるが、そのうち、訪問型サービスや通所型サービス（以下「訪問型サービス等」 

 という。）については、予防給付の訪問介護、通所介護で実施されていたサービスが移行されてくることを踏まえ、法 

 律上、必ず実施すべき事業と位置付けられている。また、介護予防ケアマネジメントについては、介護予防・生活支援 

 サービス事業のみを利用する場合に実施される事業であることを踏まえ、総合事業への移行により、必ず実施すべき事 

 業とされている。 

  なお、ガイドライン案の中では、訪問型サービス等については、市町村が円滑に事業を実施できるようにするため、 

 例えば、現行の訪問介護に相当するものに加えて、訪問型サービスＡ（緩和した基準によるサービス）、訪問型サービ 

 スＢ（住民主体による支援）など多様化するサービスの典型的な例をお示ししているところ。これらについては、あく 

 までも例示であり、この内容を参考として、市町村において地域の実情に応じて取り組んでいただきたいと考えている。 

  また、その他の生活支援サービスについては、市町村の取組として訪問型サービス等と一体的に行われる場合に効果 

 が認められるものに限定していることから、市町村によっては実施しない場合も想定されうる。 

 

２ 一般介護予防事業は、介護予防把握事業、介護予防普及啓発事業、地域介護予防活動支援事業、一般介護予防事業評 

 価事業、地域リハビリテーション活動支援事業の５事業により構成され、市町村の判断により選択的に実施することは 

 可能であるが、住民の主体性を尊重し、高齢者を年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、住民主体の介護予 

 防活動を地域に展開するためには、地域の実情に応じて必要な事業を組み合わせて実施することが望ましいと考えてい 

 る。 
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問 従来の二次予防事業対象者把握事業のように、チェックリストを全数配布する等を、一般介護予防事業の介護予防
把握事業において、実施しても差し支えないか（対象経費と認められるか）。  

「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についてのQ&A・抜粋 

第１ 総合事業の実施に関する総則的な事項 

（答） 

１ 介護予防事業は、平成18年に市町村を実施主体として創設され、二次予防事業には高齢者人口の５％が参加することを目指して取り 

 組んできたが、 

  ①直近の実績でも0.7％(平成24年度)と低調であること 

  ②対象者を把握するための費用が介護予防事業全体の約３割を占めていること 

 から、より効果的かつ効率的に事業を改善する必要があると認識している。 
 

２ 幾つかの市町村では、高齢者を年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、住民が主体となって行う介護予防活動を広く展開し、 

 人と人とのつながりを通じて、参加者や通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを推進することで、「心身機能」「活動」「参 

 加」のそれぞれの要素にバランスよく働きかけることが可能となり、全国の推移と比較して、要介護認定率の伸びが緩やかになる効果が示 

 されている。また、社会参加の割合が高い地域ほど、転倒や認知症やうつのリスクが低いという傾向も指摘されている。 
 

３ このような地域の実情に応じた効果的かつ効率的な介護予防の取組を推進する観点から、介護予防事業の見直しを行うこととしており、 

 平成26年度実施要綱改正において、二次予防事業対象者に関する情報収集は、様々な関係機関からの情報を活用することとし、全国一律 

 に基本チェックリストの配布・回収を求めないこととした。 
 

４ 具体的には、地域のリハビリテーション専門職等を活かしつつ、従来の二次予防事業対象者であっても、介護予防・生活支援サービス事 

 業対象者であっても、要支援者であっても、要介護者であっても一緒に参加することのできる住民主体の介護予防活動の地域展開（介護予 

 防普及啓発事業、地域介護予防活動支援事業、地域リハビリテーション活動支援事業を活用）を目指し、住民同士のつながりを構築し、こ 

 の住民同士のつながりから得られる情報を含め様々な関係機関からの情報を活用して、閉じこもり等の何らかの支援を要する者を把握し、 

 住民主体の介護予防活動へつなげるといった、参加者や通いの場が継続的に拡大していくような「地域づくりによる介護予防」を推進して 

 いただきたい。 
 

５ なお、基本チェックリストを配布・回収する方法が、地域の実情に応じた効果的かつ効率的な方法ということであれば、当該方法により 

 把握することも否定するものではないが、例えば、単身世帯や老々世帯に対象を絞って行うなど、上記の趣旨を鑑みて実施していただきた 

 い。（当該経費は、地域支援事業の経費として計上可能） 
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問 地域リハビリテーション活動支援事業では、地域における介護予防の取組を強化するために、通所、訪問、地域ケ
ア会議、サービス担当者会議、住民運営の通いの場等へのリハビリテーション専門職等の関与を促進するとのことだ
が、高齢者本人へのリハビリテーションを提供することは可能か。また、介護サービス事業所に対して関与すること
は可能か。 

「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についてのQ&A・抜粋 

第１ 総合事業の実施に関する総則的な事項 

（答） 

１ 介護予防の推進にあたっては、リハビリテーションの理念を踏まえて、「心身機能」「活動」「参加」のそれぞれの 

 要素にバランスよく働きかけることが重要であり、高齢者本人へのアプローチだけではなく、高齢者本人を取り巻く環 

 境へのアプローチも含めた、バランスのとれたアプローチが重要である。 

 

２ 地域リハビリテーション活動支援事業は、高齢者本人へのリハビリテーションの提供を主たる目的とする保険給付と 

 は異なり、①住民主体の介護予防活動への技術的支援、②介護職員等への技術的支援、③地域ケア会議やサービス担当 

 者会議におけるケアマネジメント支援など、高齢者を取り巻く環境へのリハビリテーション専門職等による関与を促進 

 するものであり、高齢者本人へのリハビリテーションを提供するものではない。 

 

３ したがって、介護サービス事業所に対して関与することも可能であり、例えば、介護サービス事業所に従事する介護 

 職員等への技術的支援も想定される。 
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問 一次予防事業と二次予防事業を区別しなくなることにより、対象者の身体状況のレベル差が大きくなると考えるが、
今後どのように事業を展開していくのが効果的なのか。 

「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についてのQ&A・抜粋 

第１ 総合事業の実施に関する総則的な事項 

（答） 

１ 住民の主体性を尊重し、高齢者を年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、住民主体の介護予防活動を地域 

 に展開することが、地域の実情に応じた効果的かつ効率的な事業展開であると考えている。そのためには、住民に最も 

 身近であり、地域の実情をよく把握することのできる市町村こそが、主体性をもって、地域と向き合いながら取組を進 

 める必要がある。 

 

２ 市町村が、このような地域の実情に応じた効果的かつ効率的な事業を展開できるように、国及び都道府県は、市町村 

 を支援する必要がある。このため、 
 

  ①平成26年度から「地域づくりによる介護予防」の実践経験を有する40名のアドバイザー、25府県、59市町村の介 

   護予防担当者とともに、「地域づくりによる介護予防推進支援モデル事業」を開始 

  ②先行している市町村の取組内容や立ち上げからのプロセス等を整理し、事例集としてとりまとめ、厚生労働省の介 

   護予防のHP上に公表 

  ③地域包括ケア「見える化」システム（プロトタイプ）に、先行事例を検索できる機能を実装 
 

 等取り組んでいるところであり、このような取組を活用しながら、事業を展開していただきたい。 

 

※介護予防のHPアドレス 

 http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/yobou/index.html 

※地域包括ケア「見える化」システム（プロトタイプ）のHPアドレス 

 http://mieruka.mhlw.go.jp/ 
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問 訪問型サービスにおいて、典型的な例として訪問型サービスＡ～Ｄが示されているが、全てを実施しなければなら
ないのか。また、典型例として示されたサービス種別以外のサービスを実施することは可能か。  

「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についてのQ&A・抜粋 

第２ サービスの類型 

（答） 

１ 新しい総合事業は、生活支援コーディネーターの配置等を通じて地域の支え合いの体制づくりを推進し、既存の介護  

 サービス事業者によるサービス提供から、高齢者を始め住民が担い手として積極的に参加する支援まで、それぞれの地 

 域の実情に応じてサービスの多様化を図っていき、高齢者のニーズに応えていくことを目的としている。 

 

２ ガイドライン案でお示ししたサービスの類型は、多様なサービスを提供していくためには、市町村が地域の実情に応 

 じてサービスを類型化し、それに併せた基準や単価等を定めることが必要であることから、地域の好事例を踏まえて整 

 理した典型的な例であって、全てを実施する必要はなく、また地域の実情に応じて異なる類型を定めることを妨げるも 

 のではない。 

 

420



問 生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）（以下「コーディネーター」という。）及び協議体の設置は必
須なのか。  

「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についてのQ&A・抜粋 

第３ 生活支援・介護予防サービスの充実 

（答） 

１ 総合事業の円滑な実施に向けて、地域の受け皿を確保する観点から、ボランティアの養成や住民主体の通いの場の設置等生活支援の基盤 

 整備が重要であり、そのため、地域の資源開発や関係者のネットワークの構築等を行うコーディネーター、定期的な情報の共有・連携強化 

 の場として設置する協議体の役割は大きく、できるだけ速やかに取組みを始めていただきたいと考えている。 

 

２ ガイドライン案のP35の「コーディネーター及び協議体の設置・運営のフロー（例）」において、例示として、まずは生活支援サービス 

 の充実に係る研究会を立ち上げ、その後各地域（日常生活圏域等）に協議体を設置し、コーディネーターを選出していくという流れをお示 

 ししているが、まず早期に協議体を設置し、その後、具体的な活動の中からコーディネーターを選出していただくことが典型的な例となる 

 と考え、お示ししたものである。 

  具体的な取組みについては、市町村が地域の実情に応じて実施していただくことが必要であるが、生活支援の基盤整備に向けての取組は 

 早期に開始することが有効であることから、そうした取組を支援するために、国としても平成26年度から協議体及びコーディネーターの 

 設置・運営に係る財源措置（地域支援事業の任意事業において５億円を計上）をしたところである。 

 

 ※ なお、当該事業に係る平成26年度の予算（地域支援事業の任意事業）については、既存の地域支援事業に係る予算とは 

  別枠で確保しているため、今後各市町村から追加で申請を受け付ける予定であり、積極的な活用について検討いただきたい。 

 

３ 全国介護保険担当課長会議資料②のP225「介護保険条例参考例（案）に関するQ＆A」で「生活支援体制整備事業（以下、「整備事業」 

 という。）は、何を行うと実施していることとなるか。」という問の回答において、「市町村において、当該年度に、日常生活圏域におけ 

 る協議体又はその立ち上げのための準備委員会等を立ち上げて、生活支援のニーズの把握やサービスの開発の資する検討を行っている場合 

 には、当初は必ずしも生活支援コーディネーターを配置していなくとも、整備事業を実施しているものとして差し支えない。」としている 

 が、これは、日常生活圏域で設置された協議体の活動が一定期間経過した後に協議体の中からコーディネーターが選出される場合を念頭に、 

 「当初は必ずしも生活支援コーディネーターを配置していなくとも、整備事業を実施しているものとして差し支えない。」としているもの 

 である。なお、例えば、小規模な自治体等については、地域の実情に応じて、NPOや中間支援組織等の団体をコーディネーターとして位 

 置づけることもあり得ると考えている。 

 

421



問 コーディネーターは、生活困窮者対策の相談支援員、主任相談支援員や、社会福祉協議会のコミュニティソーシャ
ルワーカー（地域福祉コーディネーター）のような他職種と兼務することは差し支えないか。また、兼務が可能で
あった場合、それぞれの職種について、別々の財源を充当することは可能か。  

「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についてのQ&A・抜粋 

第３ 生活支援・介護予防サービスの充実 

（答） 

１ 生活支援の担い手の養成、サービスの開発等を行うコーディネーターについては、生活困窮者対策の相談支援員、主 

 任相談支援員や、社会福祉協議会のコミュニティソーシャルワーカー（地域福祉コーディネーター）等とも連携し、地 

 域のネットワークを活かして、取り組んでいただきたいと考えているが、経験や実績のある人材の確保・活用の観点や 

 小規模な自治体など自治体の状況に応じた取組の推進の観点から、必要に応じて他職種と兼務することも可能である。 

 

２ 両者を兼務した場合に、その人件費にそれぞれの補助金・負担金を財源として充当することは差し支えないが、それ 

 ぞれの補助目的にそった支出が求められることとなるため、業務量等により按分し、区分経理を行えるようにすること 

 が必要だと考える。 
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問 地域包括支援センターに、コーディネーターを配置する場合は、現在の地域包括支援センターの職員のほかに配置
する必要があるのか。業務に支障が無い場合は兼務しても差し支えないか。 

「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についてのQ&A・抜粋 

第３ 生活支援・介護予防サービスの充実 

（答） 

１ コーディネーターについては、ガイドライン案では 

 ・ 「職種や配置場所については、一律には限定せず、地域の実情に応じて多様な主体が活用できる仕組みとする予定 

  であるが、市町村や地域包括支援センターと連携しながら活動することが重要」 

 ・ 「地域における助け合いや生活支援サービスの提供実績のある者、または中間支援を行う団体等であって、地域で 

  コーディネート機能を適切に担うことができる者」 

 などとしているところ。 

  既存の職員が兼務をすることを否定するものではないが、地域包括支援センターの職員の業務量等の現状を踏まえれ 

 ば、基本的には地域の人材をコーディネーターとして新たに配置することを想定している。 

 

２ なお、新たに配置するコーディネーターの職種や配置場所については、地域の実情に応じて柔軟に設定していただけ 

 ればよいと考えているが、生活支援の担い手の養成、サービスの開発等を行うコーディネ-ターの役割を効果的に果た 

 すことができる職種や配置場所を、市町村が中心となって、例えば、協議体とも連携しつつ、幅広く検討していただき 

 たいと考えている。 
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問 地域ケア会議と協議体との連携についての記載があるが、どのような関係なのか。構成メンバーは共通するもので
はないか。 

「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についてのQ&A・抜粋 

第３ 生活支援・介護予防サービスの充実 

（答） 

１ 地域ケア会議については、多職種による個別事例の検討を通じ、高齢者の自立に資するケアプランにつなげていくと 

 ともに、個別事例の検討を積み重ねることで、地域課題を発見し、新たな資源開発などにつなげていくもの。 

  このように地域ケア会議については、地域資源の把握・開発という側面で協議体の取組をサポートするものであるこ 

 とから、ガイドライン案P38でお示ししているとおり、「生活支援・介護予防サービスの充実を図っていく上で、コー 

 ディネーターや協議体の仕組みと連携しながら、積極的に活用を図っていくことが望ましい」と考えており、例えば、 

 地域ケア会議にコーディネーターが参加するなど地域の実情に応じた連携した取組を進めていただきたいと考えている。  

 （なお、ガイドライン案P39において地域ケア会議によるサービス開発の事例も紹介している。） 

 

２ 地域ケア会議は、個別事例の検討を通じて医療関係職種などを含めた多職種協働によるケアマネジメント支援を行う 

 ことが基本である一方、協議体は、多様なサービス提供主体間の情報共有及び連携・協働による資源開発等を推進する 

 こととしている。このように性格等は異なるが、協議体の構成メンバーは、地域ケア会議のうち、地域包括支援ネット  

 ワークを支える職種・機関の代表者レベルが集まり、地域づくり・資源開発、政策の形成の観点から議論する市町村レ 

 ベルの会議と一般的には一部重複することも想定されるので、例えば、小規模な自治体では両者を連続した時間で開催 

 する等により効率的な運営を図っていただければと考えている。 
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問 サービス事業は、要支援及び基本チェックリスト該当者の両方が対象となっている。基本チェックリストに該当す
ればサービスを利用できるため、結果的に利用者が増大してしまうのではないか。 

「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についてのQ&A・抜粋 

第４ サービス利用の流れ 

（答） 

１ 総合事業のうち生活支援・介護予防サービス事業については、現行の要支援者相当を対象者として想定しており、具 

 体的には、何らかの支援を必要として窓口に来た者のうち、生活上の困りごとに対して、基本チェックリストの記入に 

 よって事業対象者に該当した者（介護予防・生活支援サービス事業対象者）を対象とすることとしている。 

 

２ ガイドライン案P13にも記載しているとおり、市町村におかれては「基本チェックリストが、従来の２次予防事業対 

 象者の把握事業のように、市町村から被保険者に対して積極的に配布するものではなく、支援が必要だと市町村や地域 

 包括支援センターに相談に来た者に対して、要支援認定ではなく、簡易にサービスにつなぐために実施するものである 

 ことに留意」していただきたいと考えている。 
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問 市町村窓口での対応は、「必ずしも専門職でなくてもよい」（ガイドライン案P60）とされているが、相談や基本
チェックリストによる振り分けのみで適切な判断ができるような基準を示してほしい。特に、サービスの利用の流れ
において、「明らかに要介護認定が必要な場合」、「明らかに一般介護予防と判断できる場合」とは、どのようなも
のを想定しているのか。 

「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についてのQ&A・抜粋 

第４ サービス利用の流れ 

（答）  

１ 基本チェックリストは、相談窓口において、生活上の困りごと等のある相談者に対し、必ずしも認定を受けなくても、 

 必要なサービスを事業で利用できるよう本人の状況を確認するものとして用いる。基本チェックリストの結果が事業対 

 象者に該当する基準(ガイドライン案P62)に何らか該当した場合に、介護予防ケアマネジメント（第一号介護予防支援 

 事業）のプロセスにおいて、適切なサービスにつなげるものとしている。 

 

２ 窓口においては、相談の目的や希望するサービスを聴き取るとともに、総合事業の趣旨と手続き、要介護認定等の申 

 請後の流れ、総合事業のサービス利用開始後も要介護認定等申請も可能であること等を説明し、利用者やその家族と相 

 談しながら進めていただきたい。 

 

３ この中で、明らかに要介護認定が必要であると想定できる場合としては、予防給付や介護給付によるサービスを希望  

 している場合に加えて、例えば、寝たきり状態にある場合や、認知機能の低下や問題行動により目が離せない状況にあ 

 る場合等が想定され、この場合には、要介護認定等申請を案内していただくことになると考える。 

 

４ 同様に、窓口に来た者が、一般介護予防事業の利用を希望している場合や、「高齢者の集まりに参加して、担い手と 

 して活動したい」等の場合には、一般介護予防事業を案内することが考えられる。窓口においては、本人の相談内容や  

 希望等も丁寧に聴き取っていただいた上で、案内をしていただきたい。 
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問 「介護予防ケアマネジメントは、直接実施又は委託により実施するものとされていることから、前述のとおり、
サービス単価を設定するということは必ずしも生じないが、介護予防ケアマネジメントは要支援者等の個人に対する
個別のサービスであることから、委託に当たっては、１件当たりの単価を設定することとし、その単価については、
提供する内容等に応じて、予防給付の報酬単価以下の単価を市町村が定める。」とあり、矛盾しているように思われ
るが、これはどういう意味か。 

「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についてのQ&A・抜粋 

第４ サービス利用の流れ 

（答） 

 介護予防ケアマネジメント（第一号介護予防支援事業）は、直接実施又は委託により実施するものとされていることか
ら、予防給付の報酬を踏まえた指定事業者としての単価の設定はないが、地域包括支援センターが委託されている場合や
事業の一部が地域包括支援センターから居宅介護支援事業所に委託されている場合には単価設定が必要であるという意味
である。 

 

【地域包括支援センターを直営で運営している市町村】 

 現行の指定介護予防支援事業所に係る経費を計上するのと同じように所要額を計上するものであるから、介護予防ケア
マネジメントに係る単価を設定し、それに基づく積算を行う必要はないと考えられる。 

一方で、介護予防ケアマネジメントが要支援者等の個人に対する個別のサービスであることから、事業の一部を居宅介護
支援事業所に委託する場合にあっては、１件あたりの単価を設定する必要があるが、その単価は予防給付の報酬単価以下
の単価（事業の一部を委託することから、委託する事務量に応じた単価で設定する必要がある）を市町村が定めることと
している。 

 

【地域包括支援センターを委託している市町村】 

 委託に際する所要額の算定にあっては、介護予防ケアマネジメントが要支援者等の個人に対する個別のサービスである
ことから、１件あたりの単価を設定する必要があるが、その単価は予防給付の報酬単価以下の単価を市町村が定めること
としている。 

 なお、介護予防支援は指定事業者制度に基づき、国保連を通じて報酬が支払われるが、介護予防ケアマネジメントは、
市町村から直接委託料が支払われるものである。 
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＜介護予防支援給付と介護予防ケアマネジメントの違い（直営型包括）＞ 

[現行] [総合事業導入後] 

国
保
連 

介
護
保
険
固
有
財
源
（
国
庫
・
保
険
料
等
） 

財
源
充
当 

 

 

介護保険事業特別会計 
 

 

市町村 

 

 

介護保険事業特別会計 

 
 
 

地域支援事業 

 
○介護予防支援給付 

介護保険給付費 

居宅介護支援事業所 

 
 
 

地域包括支援センター部分 

←支払 (/件) 
 
 請求 (/件)→ 

←請求 (/件) 
 
 支払 (/件)→ 

委
託
契
約
・
委
託
料
支
払(/

件) 

○包括的支援事業 
 ●総合相談事業費 
 ●権利擁護事業費 
 ●包括的・継続的 
  ケアマネジメント支援事業費 

委託契約 
・委託料支払(/件) 

 
○介護予防支援運営費 

指定事業所部分 

○介護予防・生活支援サービス事業  

 ●介護予防ケアマネジメント事業費(※1) 
 

 

国
保
連 

介
護
保
険
固
有
財
源
（
国
庫
・
保
険
料
等
） 

財
源
充
当 

 

 

介護保険事業特別会計 
 

 

市町村 

 

 

介護保険事業特別会計 

 
 
 

地域支援事業 

 
○介護予防支援給付 

介護保険給付費 

居宅介護支援事業所 

 
 
 

地域包括支援センター部分 

←支払 (/件) 
 
 請求 (/件)→ 

←請求 (/件) 
 
 支払 (/件)→ 

○包括的支援事業 
 ●介護予防ケアマネジメント事業費(※1) 
 ●総合相談事業費 
 ●権利擁護事業費 
 ●包括的・継続的 
  ケアマネジメント支援事業費 

委託契約 
・委託料支払(/件) 

 
○介護予防支援運営費 

指定事業所部分 

(※2) 

※1 包括的支援事業の介護予防ケアマネジメント事業費は総合事業移行に際してはこれを廃し、新たに介護予防・生活支援サービス事業として位置 
 付けるもの。 
 
※２ 新たに介護予防・生活支援サービス事業として位置付けられた介護予防ケアマネジメント事業費は、その支払いに国保連を経由するものでは 
 ないため、一部の国保連で行われている、介護予防サービス計画給付費に関する居宅介護支援事業所への委託料を直接国保連が支払うとの仕組み 
 は想定されない。 
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＜介護予防支援給付と介護予防ケアマネジメントの違い（委託型包括）＞ 

 
 

受
託
法
人 

[現行] [総合事業導入後] 

 
 

受
託
法
人 

国
保
連 

介
護
保
険
固
有
財
源
（
国
庫
・
保
険
料
等
） 

財
源
充
当 

 

 

介護保険事業特別会計 
 

 

市町村 

 

 

介護保険事業特別会計 

 
 
 

地域支援事業 

 
○介護予防支援給付 

介護保険給付費 

○介護予防・生活支援サービス事業  

 ●介護予防ケアマネジメント事業費(※1) 
 

 

居宅介護 
支援事業所 

委
託
契
約
・ 

 

委
託
料
支
払(/

件) 

 
 
 

地域包括支援センター部分 

●総合相談事業費 
●権利擁護事業費 
●包括的・継続的 
 ケアマネジメント支援事業費 

←支払 (/件) 
 
 請求 (/件)→ 

○包括的支援事業 
 ●総合相談事業費 
 ●権利擁護事業費 
 ●包括的・継続的 
  ケアマネジメント支援事業費 

委
託
契
約
・
委
託
料
支
払(/
件) 

委
託
契
約
・
委
託
料
支
払 

●介護予防ケアマネジメント事業費(※1) 
 

 

○介護予防支援運営費 

指定事業所部分 

委
託
契
約
・ 

 

委
託
料
支
払(/

件) 
←請求 (/件) 
 
 支払 (/件)→ 

国
保
連 

介
護
保
険
固
有
財
源
（
国
庫
・
保
険
料
等
） 

財
源
充
当 

 

 

介護保険事業特別会計 
 

 

市町村 

 

 

介護保険事業特別会計 

 
 
 

地域支援事業 

 
○介護予防支援給付 

介護保険給付費 

居宅介護 
支援事業所 

 
 
 

地域包括支援センター部分 

●介護予防ケアマネジメント事業費(※1) 
●総合相談事業費 
●権利擁護事業費 
●包括的・継続的 
 ケアマネジメント支援事業費 

←支払 (/件) 
 
 請求 (/件)→ 

○包括的支援事業 
 ●介護予防ケアマネジメント事業費(※1) 
 ●総合相談事業費 
 ●権利擁護事業費 
 ●包括的・継続的 
  ケアマネジメント支援事業費 

委
託
契
約
・
委
託
料
支
払 

○介護予防支援運営費 

指定事業所部分 

委
託
契
約
・ 

 

委
託
料
支
払(/

件) 

←請求 (/件) 
 
 支払 (/件)→ 

(※2) 

※1 包括的支援事業の介護予防ケアマネジメント事業費は総合事業移行に際してはこれを廃し、新たに介護予防・生活支援サービス事業として位置付けるもの。 
※２ 新たに介護予防・生活支援サービス事業として位置付けられた介護予防ケアマネジメント事業費は、その支払いに国保連を経由するものではないため、 
  一部の国保連で行われている、介護予防サービス計画給付費に関する居宅介護支援事業所への委託料を直接国保連が支払うとの仕組みは想定されない。 
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問 総合事業により多様なサービス提供をするには、それにあわせた基準や単価等を市町村が定める必要があるが、そ
の基準や単価等は条例で定める必要があるか。 

「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についてのQ&A・抜粋 

第６ 総合事業の制度的な枠組み 

（答） 

 地域支援事業はあくまで市町村が実施するものであり、介護保険法上基準等の制定を条例委任している規定も設けられ

ておらず、また、住民主体の支援など高齢者の多様なニーズに対応する多様なサービスが地域で展開されることが見込ま

れる中で、行政側もそれに応じた事業展開ができるようにする必要があることから、基準や単価等については必ずしも条

例で定める必要はないと考えている。 

※ ただし、委託や直接実施で事業を実施する場合において、利用者から手数料を徴収する場合には、条例を定める必要 

 があると考えている。 
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問 事業当初から子どもや障害者の利用も想定して、新たにＮＰＯ、ボランティア組織などが「通いの場」を立ち上げ
る場合であっても、地域支援事業としてその立ち上げ費用を負担して差し支えないか。 

「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についてのQ&A・抜粋 

第６ 総合事業の制度的な枠組み 

（答） 

１ ガイドライン案では、共生社会の推進のため、要支援者等以外の高齢者、障害者、児童等がともに集える環境づくり 

 に心がけることが重要である旨記載している（ガイドライン案P130では「総合事業でそれぞれの者が利用できるサー 

 ビスの整理例」を示しており、その中で共生型についても触れている。）。 
 

２ 本事例は、共生社会の推進に資するものであると考えられるが、ガイドライン案の別紙において典型例としてお示し 

 したサービスの例に当てはめれば、 

 ・ 要支援者が中心であれば「通所型サービスの例（※典型例として整理したもの）」の中の「多様なサービス」の 

  「Ⅳ通所型サービスＢ（住民主体による支援）」 

 ・ 高齢者が中心であり、地域における住民主体の介護予防活動を育成・支援するために必要であると市町村が認める 

  ものであれば、「一般介護予防事業」の「地域介護予防活動支援事業（通いの場関係）」 

 に該当すると考えられる。 
 

３ これらについては、ガイドライン案P94の「③補助（助成）による実施」等にもお示ししているとおり、立ち上げ支 

 援に係る経費について市町村が総合事業の枠組みの中で補助して差し支えないものと考えられる。 
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問 住所地特例対象者のサービス利用に関し、総合事業に要する費用のうち、①施設所在地市町村の指定した指定事業
者による提供サービスと、②介護予防ケアマネジメントに要した費用額(総合事業により支出する分)を、保険者市町
村が施設所在地市町村に対して支払う旨規定されており、その際には国保連を活用することが原則とされている。一
方、それ以外のサービスは財政調整を行わないとされている。この場合、総合事業の実施に関して、保険者市町村と
居住地市町村の間で負担金の授受を直接行うことはない(介護保険事業特別会計に他市へ支払う負担金支出科目や他市
町村からの負担金収入科目を設けなくてもよい)ものとの解釈で良いか。 

「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についてのQ&A・抜粋 

第６ 総合事業の制度的な枠組み 

（答） 

 指定事業所についてはその都度、総合事業における介護予防・生活支援サービス事業費の介護予防ケアマネジメント事

業費については年１回、いずれの場合も、国保連合会を経由して財源調整が行われるため、保険者市町村と居住地市町村

の間で負担金の授受を直接行うことはない。 

 なお、このため、総合事業の実施の有無にかかわらず、国保連合会との間で総合事業の財源調整に係る契約を締結する

ことが必要である。        
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問 総合事業におけるみなし事業所について、事業者に対してみなし指定を行うかどうか判断することは可能か。また、
平成27年４月以降に新総合事業における事業所の指定の基準を市町村が制定した際、現にみなし指定されている事業
者に対し、みなし指定が有効期間であっても、指定を切り替えることは可能か。 

「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についてのQ&A・抜粋 

第７ 円滑な事業への移行・実施 

（答） 

 現在の指定事業所については、指定事業所側からの申出がない限り、平成27年４月１日に指定事業所とみなされる。

ただし、原則３年間とする予定のみなし指定の有効期間については、市町村が要綱等で定めた場合には、３年未満とする

ことも可能とする予定である。指定事業所の見直しを検討されている市町村においては、みなし指定の期間を短縮するな

ど、地域の実情に応じて、適切なみなし指定の有効期間を検討していただきたい。 

 また、平成27年４月以降に市町村が新たな指定の基準として、例えば、みなし指定の基準とは別に緩和した基準を定

めた場合には、事業所が当該緩和した基準によるサービスを提供するためには、その基準に基づく新たな指定を受けるこ

とが必要となる。この場合、みなし指定を受けた事業所についても、緩和した基準に基づく指定を重ねて受けることが可

能であり、指定を受ければ、緩和した基準に基づくサービス提供ができることになる。 
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新しい総合事業の上限① （原則の上限） 
※平成27年度から移行し、28年度当初から全て総合事業に切り替わる場合のイメージ 

 平成26年度の予防給付（訪問介護、通所介護、介護予防支援）及び介護予防事業の実績額に、直近３か年平均
の75歳以上高齢者数の伸び率を乗じて平成27年度の上限を設定。 
 平成28年度以降は、前年度の上限額に、直近３か年平均の75歳以上高齢者数の伸び率を乗じて上限管理を行う。 
 但し、移行期である平成27年度から29年度は、予防給付と総合事業によるサービス提供が混在するため、算定さ
れた上限から予防給付で対応する費用を除いた額を、当該年度の総合事業の上限とする。 

○予防給付 
 ・訪問介護 
 ・通所介護 
 ・介護予防支援 
 
○介護予防事業 
 （一次・二次） 

 ※又は現行 総合事業 

当該年度に 
総合事業で 
実施する分 予

防
給
付
（訪
問
介
護
・通
所
介

護
・介
護
予
防
支
援
）及
び
介
護

予
防
事
業
の
実
績
額 

２６年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度～ 

当該年度に
予防給付で
実施する分 

（全て移行） 
※給付と事業が混在 

100 

105 
110 

116 
122 

※下図は平成26年度実績を100とし、以降を５%の伸び率で上限管理する場合のイメージ（便宜上、各年度の伸び率を一定としている） 

総合事業の 
原則の上限 

53 

110 

116 

122 

 
 

 

（
差
し
引
く
） 

※平成29年度までは、当該年度に予防給付で実施する「介護予防支援」の費用を上限の計算式から除く必要があるが、イメージ図では便宜上割愛。以降の資料に
ついて同じ。 

２７年度 
（移行年度） 

52 

1 
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移行期間における１０％の特例（「原則の上限」に適用する場合） 

 平成27年度から29年度の移行期においては、事業開始の前年度の予防給付（訪問介護、通所介護、介護予防支
援）及び介護予防事業の実績額に、110%を乗じた額の範囲内で、個別判断を不要とし、翌年度はその実績額を基
本とした額に上限を置き換えることができる。 
 
 ＜平成27年度から総合事業を開始する場合の算定イメージ＞ 
  ・平成27年度： 平成26年度の費用額の実績   ×  110％（=a） 
  ・平成28年度： （a）×直近3カ年平均の75歳高齢者の伸び率（=b） 
    ・平成29年度： （b）×直近3カ年平均の75歳高齢者の伸び率（=c） 
    ・平成30年度： 平成29年度の費用額の実績×直近3カ年平均の75歳以上高齢者数の伸び率  

当該年度
に総合事
業で実施
する分 

予
防
給
付
（訪
問
介
護
・通
所
介

護
・介
護
予
防
支
援
）及
び
介
護

予
防
事
業
の
実
績
額 

２６年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度～ 

当該年度に 
予防給付で 
実施する 

分（差し引
く） 

（全て移行） 
※給付と事業が混在 

100 
105 

110 

116 
122 

※下図は平成27年度から事業を開始し、28年度当初から全て総合事業に切り替わる場合のイメージ 
※27年度から29年度の棒グラフ左（青色）は平成26年度を100とし、以降を５%の伸び率で管理を行う原則の上限 
  同様に、棒グラフ右（緑色）は、「原則の上限」を超え、「１０％の特例」を使用する場合の上限（最大値） 
 「10%の特例」による上限は、棒グラフ右（緑色）の範囲内で設定。 

53 

110 

116 

122 53 58 

116 

121 

110 110 

○予防給付 
 ・訪問介護 
 ・通所介護 
 ・介護予防支援 
 
○介護予防事業 
 （一次・二次） 
 ※又は現行 総合事業 52 52 

116 

121 

10%の特例を使う場合、30
年度以降は29年度の実績
額に基づき上限管理 

×110% 

算定された額の範囲内で 
「原則の上限」を置き換えることが可能 

原則の
上限 

２７年度 
（移行年度） 

１０％
の特例 
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新しい総合事業の上限②（選択可能な計算式） 
※平成２７年度から移行し、28年度当初から全て総合事業に切り替わる場合のイメージ 

 
【仮定】 
 ■75歳以上高齢者数の伸び率（自然増）が「１．０５」（便宜上、一定とする） 
 ■予防給付に残る訪問看護・リハビリ等の費用伸び率が「１．０２」と仮定 
 ■平成26年度の予防給付全体＋介護予防事業の実績を「150万円」とし、そのうち総合事業に移行するサービス（訪問介護・通所介
護・介護予防支援・介護予防事業）を「100万円」、その他サービス（訪問看護・リハビリ等）を「50万円」とする） 

 ■総合事業へ移行後も、27年度に一部給付で実施する「訪問介護・通所介護・介護予防支援」の実績を「52万円」と仮定 
 

 （１）原則の上限 
           〈平成26年度の訪問介護等           〈直近3ヵ年後期伸び率〉            〈当該年度の訪問介護 
            ＋介護予防事業の実績〉       〈22－26年度〉   〈23－27年度〉       等給付総額〉 

  【27年度】→   100万円     ×    1.05             －    52万円     ＝     53万円 

  【28年度】→   100万円     ×    1.05   ×  1.05    －      0万円     ＝   110万円 

  

 （２）選択できる計算式 

           〈平成26年度の予防給付全体   〈直近3ヵ年後期伸び率〉       〈当該年度の予防給付総額〉  

                         ＋介護予防事業の実績〉    〈22－26年度〉  〈23－27年度〉   ＜訪問介護等＞ ＜その他給付＞  

    【27年度】→   150万円    ×    1.05             －  （52万円＋(50万円×1.02)） ＝   55万円 

  【28年度】→   150万円     ×    1.05   × 1.05     －   （   0円   ＋(50万円×1.02×1.02)） ＝ 113万円 

○原則の上限のほか、予防給付全体での費用効率化を評価した上限を選択し、原則の上限を置き
換えることを可能とする。 

  ※「選択可能な計算式」は、「原則の上限」と比較の上、いつでも選択可能。 
  ※「選択可能な計算式」を採用し、原則の上限に置き換えた場合も、「１０％の特例」を活用することが可能。 
  ※「選択可能な計算式」は、 予防給付として残る給付（訪問看護、リハビリ等）の費用の伸び率が、75歳以上高

齢者数の伸び率（自然増）を下回る場合に、原則の上限で算定された額を超える。   

※ガイドライン案Ｐ120の算定式を参照 

算定イメージ（「原則の上限」と「選択可能な計算式」の比較） 
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【予防給付】 
 ・訪問介護 
 ・通所介護 
 ・介護予防支援 
 
【介護予防事業】 
 （一次・二次） 

 ※又は現行 総合事業 
 

 
【予防給付】 
 ・訪問看護 
  リハビリ等 

当該年度に 
総合事業で 
実施する分 

予
防
給
付
全
体
及
び 

介
護
予
防
事
業
の
実
績
額 

２６年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度～ 

当該年度に
予防給付で
実施する分 
（差し引く） 

（完全移行） 

選択可能な
計算式によ
る上限 

150 

158 

165 

174 

182 

（仮定） 
 ■75歳以上高齢者数の伸び率（自然増）が「１．０５」（便宜上、一定とする） 
 ■予防給付に残る訪問看護・リハビリ等の費用伸び率が「１．０２」と仮定 
 ■平成26年度の予防給付全体＋介護予防事業の実績を「150万円」とし、そのうち総合事業に移行するサー

ビス（訪問介護・通所介護・介護予防支援・介護予防事業）を「100万円」、その他サービス（訪問看護・リハ
ビリ等）を「50万円」とする） 

 ■総合事業へ移行後も、27年度に一部給付で実施する「訪問介護・通所介護・介護予防支援」の実績を「52
万円」と仮定 

訪問看護・リ
ハビリ等の費
用の伸び率 
( × 1.02) 

（選択可能な計算式を継続的に選択する場合の上限管理のイメージ） 

128 

55 
113 121 

100 

50 51 52 53 54 

52 

※給付と事業が混在 

２７年度 
（移行年度） 

差し引く 

原則の上
限では110 

原則の上
限では116 

原則の上
限では122 

原則の上
限では53 
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※下図は平成27年度から事業を開始し、28年度当初から全て総合事業に切り替わる場合のイメージ 
※27年度から29年度の棒グラフ左（青色）は、平成26年度実績を150とし、以降を５%の伸び率で伸ばした場合の「選択可能な計算式」 
 同様に、棒グラフ右（緑色）は、「選択可能な計算式」による上限を超え、「10％の特例」を使用する上限（最大値） 
※「10%の特例」による上限は、棒グラフ右（緑色）の範囲内で設定。 

【予防給付】 
 ・訪問介護 
 ・通所介護 
 ・介護予防支援 
 
【介護予防事業】 
 （一次・二次） 

 ※又は現行 総合事業 
 
 
 

 
【予防給付】 
 ・訪問看護 
  リハビリ等 

当該年度に 
総合事業で 
実施する分 

予
防
給
付
全
体
及
び 

介
護
予
防
事
業
の
実
績
額 

２６年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度～ 

当該年度に
予防給付で
実施する分
（差し引く） 

（完全移行） 

150 

158 

165 

174 

182 

訪問看護・リ
ハビリ等の
費用の伸び
率 
( × 1.02) 

128 

55 

113 

121 

100 

50 

129 

182 

121 

173 

62 

165 

  ・平成27年度：平成26年度の費用額の実績  ×   110％（=a） 
  ・平成28年度：（a）×直近3カ年平均の75歳高齢者の伸び率（=b） 
    ・平成29年度：（b）×直近3カ年平均の75歳高齢者の伸び率（=c） 
    ・平成30年度：平成29年度の費用額の実績×直近3カ年平均の75歳以上高齢者数の伸び率  

165 

51 

52 

51 

52 

×110% 

52 53 53 52 54 

10%の特例を使う場
合、30年度以降は
29年度の実績額に
基づき上限管理 

移行期間における１０％の特例（「選択可能な計算式」に適用する場合） 

※給付と事業が混在 

２７年度 
（移行年度） 

算定された額の範囲内で「選択可能な
計算式」を置き換えることが可能 

選択可
能な計
算式 

１０％
の特例 

差し 
引く 
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  （１）原則の上限 
          ＜平成26年度の実績＞ 
      ※訪問介護、通所介護、介護予防支援、介護予防事業        ＜27年度の訪問介護等給付額＞＜27年度の総合事業上限＞ 

            235,000千円                 ×1.05   －    100,000千円      ＝ 146,750千円…①                                            
 
  （２）選択できる計算式 
             ＜平成26年度の実績＞ 
          ※予防給付全体＋介護予防事業                    ＜27年度の予防給付総額＞＜27年度の総合事業上限＞ 

 
            285,000千円                 × 1.05   －     151,000千円      ＝ 148,250千円…② 
 
  ②－① ＝ 1,500千円  →→ 選択可能な計算式の方が1,500千円高く算定される 

「具体的な金額」による上限算定のイメージ 
※ある自治体の実際の数字を基に27年度の上限を試算 

  （３）原則の上限に１０％上乗せする場合 
          ＜平成26年度の実績＞ 
      ※訪問介護、通所介護、介護予防支援、介護予防事業        ＜27年度の訪問介護等給付額＞＜27年度の総合事業上限＞ 

            235,000千円                 ×1.10   －    100,000千円      ＝ 158,500千円…③                                            
 
  （４）選択できる計算式に１０％上乗せする場合 
             ＜平成26年度の実績＞ 
          ※予防給付全体＋介護予防事業                    ＜27年度の予防給付総額＞＜27年度の総合事業上限＞ 

 
            285,000千円                 × 1.10   －     151,000千円      ＝ 162,500千円…④ 
 
 ※移行期（27年度～29年度）においては、特例により、以下の額まで個別協議が不要となる。 
   （３）の場合は、「原則の上限」と比べ＋11,750千円（③－①）、（４）の場合は、「選択できる上限」と比べ＋14,250千円（④－②） 

→→さらに、移行期における10％特例を使う場合 

（仮定）75歳以上高齢者数の伸び率が１．０５、予防給付（訪問看護・リハビリ等）のサービスの伸び率が  １．０２で伸びる場合 
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○ 市町村における総合事業の円滑な実施に配慮し、計算式による上限を超える場合について、 
       個別に判断する枠組みを設ける。個別判断は、事前の判断と事後の判断に分けて行う。 
  ※特に、事前の判断においては、市町村が予算要求や実施計画策定を円滑にできるように配慮 

＜事前の判断＞ 
  当該年度の見込額が明らかに上限を超える場合について、一定の特殊事情を勘案して認める。 
 
 【例】 

  ・ 介護予防に効果的なプログラムを新たに導入する場合・介護予防や生活支援サービスの供給体制が近隣
市町村と比較して著しく不足している場合 

  ・ 小規模市町村で通いの場等の新たな基盤整備を通じて当該年度だけ費用の伸びが増加する場合など、
費用の伸びが一時的に高くなるが、住民主体の取組等が確実に促進され費用の伸びが低減していく見込み
である場合 

  ・ 前年度の個別判断で上限を引き上げており、その影響が当該年度以降も継続すると見込まれる場合（計
算式の①を前年度の上限の引き上げを踏まえた額におきかえる） 

＜事後の個別判断＞ 
  事業実施後、結果として上限を超えた場合について、一定の特殊事情を勘案して認める。 
 
 【例】 
  ・ 病気などの大流行、災害の発生などの避けられない事情により、要支援者等が急増した場合 
  ・ 多様なサービスへの移行促進を図る等費用の効率化に向け政策努力したが、結果として上限 以上となっ

た場合で、その後住民主体の取組等が確実に促進され費用の伸びが低減していく見     込みである場合 
  ・ 総合事業開始当初、総合事業への移行に伴うやむを得ない事情により、費用の伸び率が高く なった場合 

新しい総合事業の上限③（個別判断） 

※ガイドライン案Ｐ120の算定式を参照 
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総合事業への早期の移行について  

住民主体の支援等、地
域の支え合いの体制づ
くりの推進 

 地域包括ケアシステムの構築に向けては、生活支援・介護予防について、住民が主体的
に参加し、自らが担い手となっていくような地域づくりが必要である。 
 

 住民主体の地域の支え合いの体制づくりには一定の年月が必要となるが、総合事業へ移
行することにより早期に促進することができる。 

（参考） 
 総合事業の枠組みを活用して、地域のボランティアや非営利団体等の活動に関する立ち上げ経費や活動経 
 費の補助等を実施可能(総合事業の事業実施方法の一つとしてNPOやボランティアへの補助を想定) 
 

 総合事業の上限額は、移行当初の事業費の変動への対応や支え合いの体制づくりの構築
が必要であること等から、平成２７年度から平成２９年度までの間は、事業開始の前年
度の予防給付（訪問介護、通所介護、介護予防支援）及び介護予防事業の実績額に110%

を乗じた額の範囲内で個別判断を不要としている（予防給付全体で上限管理する選択可
能な計算式も同様。）。この枠組みを最大限活かした積極的な取組が可能となる。 

協議体の早期設置を通
じた関係機関の連携強
化 

 

 協議体を早期に設置し、社会福祉法人、NPO、協同組合、自治会、民間企業等地域の多
様な関係者の参加を推進することで、これまで以上に幅広いネットワークが構築され、
情報交換や連携が進むことになり、地域での支援に早期から積極的に参画いただくこと
が可能となる。 

 ※ 地域の受け皿づくりのため、協議体の設置は有効であり、総合事業への移行時期に関わらず早期の取 
  組が求められる。協議体は、地域のネットワーク構築に資する既存の会議と連携し実施することが可能。 
（参考） 
 地域の非営利団体の参画による住民主体の支援の推進とともに、民間企業等も含めた地域の多様な関係者 
 に徐々に参画を求めることで、配食などの高齢者の生活を支える市場（保険外）サービスの充実が図られ 
 る。民間企業等の関係機関による見守り協定の締結等、地域貢献の取組の促進も期待される。 
 

 生活支援・介護予防は、高齢者が住み慣れた地域で生活を継続するために、地域包括ケアシステムの基本となる要素。 
 ２０２５年に向け、介護保険制度の持続可能性を高め、地域の多様な主体・人材を活用し、地域包括ケアシステムを構築するた
めには、市町村が主体的に総合事業に取り組み、生活支援、介護予防の充実に努めることが必要。 
 

⇒ 例えば、みなし指定によるサービスを適切に実施しつつ、一般介護予防事業の通いの場の強化等を通じて徐々に住民主体 
 の支援の充実を図るといった形式でも、地域包括ケアシステム構築に資することから、総合事業に移行したこととなる。 
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地域の多様な人材によ
る高齢者支援の推進 

 高齢者の多様なニーズに対応するため、ボランティア、NPO、民間企業等の多様な主
体が支援の担い手になることで、地域の多様な人材の活躍の場を広げることができる。 

（例）必ずしも資格を有さない人材に対して研修等により一定の質を確保しつつ活躍の場を創出するこ  
   とで、地域の支え手が増加する。 

 また、既存の介護サービス事業者（専門職）は中重度者への対応にその専門性を発揮
することができる。 

市町村による事業所の
計画的な指定の推進 

 総合事業では、事業所の指定を市町村が裁量を持って行えるため、例えば、市町村の
計画量や事業所のサービス提供状況等を踏まえた、計画的な指定ができる。これによ
り、圏域内の効果的な配置や、質の向上を図ることが可能となる。 
 

 予防給付から移行するみなし指定の事業所についても、有効期間（３年）を市町村の
判断で短縮することも可能であり、地域の実情に応じた判断を早期から実施できる。 

次期計画策定時に展望
が可能 

 早期移行により、第６期中の実施状況を踏まえ、例えば、必要に応じて事業内容を見
直しつつ第７期を迎えるなど、第７期以降（2018～2024年）の展望が可能。特に平成
29年4月移行とした場合は、第７期の計画策定段階で実施データがないため、適正な
事業規模を見込めない等、第７期事業計画への反映が困難になり、2025年に向け、地
域包括ケアシステムの基本要素である生活支援・介護予防への取組が困難となる恐れ。 

 

 住民等地域の多様な主体に参画を求め、地域の支え合いの体制づくりを推進すること、
市町村による質の高いサービスの効果的な配置の推進等を通じ、総合事業の費用の効
率化が図られ、介護保険料の水準にも反映される。 

総合事業への早期の移行について  

(参考) 上記に加えて、総合事業の実施に当たり、市町村の事務負担を軽減するために、以下のような枠組みも整備されている。 
○ 市町村による契約・審査・支払事務の負担軽減について 
 市町村が毎年度委託契約を締結する事務を不要とするため、指定事業者制度を活用。審査・支払について国保連の活用。  
○ 要介護認定の事務負担の軽減について 
 総合事業に全面移行した自治体については、更新申請時の要介護認定等の有効期間の延長を行うことができる。 

⇒ 早期に移行する自治体に対しては、移行前・後を通じて、事業実施に係る継続的な支援を検討。 
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総合事業ガイドライン案に係る追加質問項目について 

 

第２ サービスの類型 

問１ 福祉有償運送については、現在は要支援者が旅客の対象になっているが、改正後は介護予防・生

活支援サービス事業の対象者（基本チェックリスト対象者）も対象となるのか。 

問２ 訪問型サービスＤ（移動支援）には具体的などのような類型があるのか。 

問３ 通所型サービスに係る移動支援の対象経費は何か。 

 

第３ 生活支援・介護予防サービスの充実 

問４ 協議体の設置を推進することのだが、どのようなメンバーに声かけをすれば良いか。民間企業に

も積極的に参加してもらうのか。 

 

第４ サービスの利用の流れ 

問５ サービス事業対象者の介護予防ケアマネジメント、ケアプラン作成は、地域包括支援センターに

配置される３職種（保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員）に限られるのか。 

 

第６ 総合事業の制度的な枠組み 

問６ 指定事業者に対して市町村が監査を行っていくことになるが、市町村の取組を支援するため、国

として指針等を示すべきではないか。 

問７ 新しい総合事業について、上限を超えた場合には、市町村が設置した介護給付費準備基金を取り

崩して充てることは可能か。 

問８ 特別養護老人ホームや小規模多機能型居宅介護を活用して、円滑に総合事業を実施できるように

必要な措置を講じるべきではないか。 

問９ 総合事業へ移行後の指定事業者の指定の事務の流れはどうなるのか。特に平成 27年４月に行われ

るみなし指定についてはどのような事務の流れになるのか。 

問１０ 総合事業において地域の実情に応じたサービスの多様化が図られる中、介護予防・生活支援サ

ービス事業における指定事業者からの請求に対する審査支払を、国保連に委託できることとなってい

るが、準備状況如何。 

問１１ 総合事業の高額介護サービス費相当事業について、対象となるサービスは、現行の訪問介護・

通所介護相当と緩和した基準によるサービスであり、国保連を活用することが可能なサービスと考え

て良いか。その際の事務の流れはどうなるのか。 

 

第７ 円滑な事業への移行・実施 

問１２ 多様なサービスについては開発を推進していくが、一定の時間がかかることが見込まれ、平成

27 年４月の段階では準備が整っていない場合や仮に整っていても一定の周知期間をおく必要がある場

合などが考えられる。この場合、平成 27年４月の段階ではみなし指定のよるサービスのみが利用でき

る状態であっても、事業への移行が完了しているとして、猶予の条例の制定は不要ということで良い

か。 
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問１ 福祉有償運送については、現在は要支援者が旅客の対象になっているが、改正後は介護予防・

生活支援サービス事業の対象者（基本チェックリスト該当者）も対象となるのか。 

（答） 

１ 今般の改正により、多様なニーズがある要支援者に対する予防給付(訪問介護・通所介護)が新し

い総合事業に移行されるが、新しい総合事業の介護予防・生活支援サービス事業の対象者は引き続

き従来の要支援者に相当する者である。 

この従来の要支援者に相当する事業の対象者については、これまでの要支援認定のほか、基本チ

ェックリストを活用して、簡便・迅速に支援につなげていくこととしている。 

 

２ 現在、道路運送法施行規則において、福祉有償運送の旅客の対象として、介護保険の給付対象と

なる要介護認定及び要支援認定を受けた者を規定しているところであるが、上記を踏まえ、要支援

者と同様に介護予防・生活支援サービス事業の対象者（基本チェックリスト該当者）についても、

福祉有償運送の旅客の対象とする予定である。 

 

３ なお、生活保護法や税法等の他法における取扱いにおいても、支援が必要な基本チェックリスト

該当者に対する生活保障の観点から、要支援者と同様、事業の支援対象となるチェックリスト該当

者もその対象とし、これらの者について扱いは同一とすることとしている。 

 

担当：老健局振興課生活支援サービス係  （内線 3982） 

 

 

 

問２ 訪問型サービスＤ（移動支援）には具体的にどのような類型があるのか。 

（答） 

１ 訪問型サービスＤ（移動支援）については以下のような２類型に分類できる。 

 

 

第２ サービスの類型 
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 ケース１）通院等をする場合における送迎前後の付き添い支援（通院等乗降介助のイメージ） 

送迎前後の付き添い支援①、③、④、⑥

（乗車前若しくは降車後の屋内外における移動の身体介助等）は「訪問型サービスＤ」と整理

② ③ ⑤

利用者宅 病院等 利用者宅

① ⑥④

 

  

ケース２）通所型サービスＢにおいて、その送迎を別主体で実施する場合 

通いの場での支援②は「通所型サービスＢ」、送迎部分①、③は「訪問型サービスＤ」と整理

① ② ③

利用者宅 通いの場 利用者宅

 

 

なお、訪問型サービスＤには該当しないが、以下の事例も紹介する。 

参考）通所型サービスＢにおいて、その送迎も同一主体で実施する場合 

① ② ③

①、②、③の全てを一体的に「通所型サービスＢ」と整理

利用者宅 通いの場 利用者宅

 

 

※上記では通所型サービスＢの場合としているが、地域介護予防活動支援事業の場合も同様 

 

担当：老健局振興課生活支援サービス係  （内線 3982） 
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問３ 通所型サービスに係る移動支援の対象経費は何か。 

（答） 

１ 移送前後の生活支援、いわゆる訪問型サービスＤについては、通院等をする場合における送迎前

後の付き添い支援であるので、移送に関する直接経費は対象とならず、サービスの利用調整の人件

費等の間接経費のみが対象となる。 

 

２ 通所介護相当、通所型サービスＡ、Ｂ、Ｃ、地域介護予防活動支援事業に係る送迎については、

ガイドライン案「第６ 総合事業の制度的な枠組み」「１ 介護予防・生活支援サービス事業」「（２）

介護予防・生活支援サービス事業の実施方法」「③補助（助成）による実施」等にお示ししていると

ころであるが、車両購入費等具体的な対象経費については、費用の効率性の観点から、市町村の裁

量により判断されたい。 

担当：老健局振興課生活支援サービス係  （内線 3982） 
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問４ 協議体の設置を推進するとのことだが、どのようなメンバーに声がけをすれば良いか。民間企

業にも積極的に参加してもらうのか。 

（答） 

１ 協議体については、ガイドライン案・３「（３）協議体の目的・役割等」「④協議体の構成団体等」

にもお示ししているとおり、市町村、地域包括支援センター等の行政機関、生活支援コーディネー

ターのほか、ＮＰＯ、社会福祉法人、社会福祉協議会、地縁組織、協同組合、民間企業、ボランテ

ィア団体、介護サービス事業者、シルバー人材センター等の地域の関係者で構成されることを想定

しており、この他にも地域の実情に応じて適宜参加者を募ることが望ましいと考えている。 

 

２ また、生活支援体制整備事業は、市町村の生活支援・介護予防サービスの体制整備を目的として

おり、ガイドライン案・２にもお示ししているとおり、介護保険制度でのサービスのみならず、市

町村実施事業や民間市場、あるいは地域の支え合いで行われているサービスを含めて市町村内の資

源を把握し、保険外のサービスの活用を促進しつつ、互助を基本とした生活支援・介護予防サービ

スが創出されるような取組を積極的に進める必要がある。 

したがって、配食事業者、移動販売事業者等、地域の高齢者の生活を支える上で必要不可欠な民

間企業にも地域の実情に応じて参画いただくことを想定している。 

 

 （参考） 

総合事業のケアマネジメントでは、ケアマネジメントのプロセスを評価することとしており、ケアマネジメント

の結果、保険外の民間企業のサービスのみの利用となり、その後のモニタリング等を行わない場合についても、ア

セスメント等のプロセスに対し、ケマネジメント開始月分のみ、事業によるケアマネジメント費が支払われる。 

 

３ いずれにしても、地域の資源開発や多様な主体のネットワーク化等を図るため、協議体の設置を

早期に行うことが重要であり、例えば、まず、協議体の機能を有するような既存の会議等も積極的

に活用しつつ、最低限必要なメンバーで協議体を立ち上げ、徐々にメンバーを増やしていくなどと

いった方法も有効であると考えている。 

担当：老健局振興課生活支援サービス係  （内線 3982） 

 

第３ 生活支援・介護予防サービスの充実 
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問５ サービス事業対象者の介護予防ケアマネジメント、ケアプラン作成は、地域包括支援センター

に配置される３職種（保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員）に限られるのか。 

（答） 

１ 総合事業における介護予防ケアマネジメント（第一号介護予防支援事業）は、ガイドライン案に

もお示ししているとおり、地域包括支援センターが実施するものとしているが、市町村の状況に応

じて、地域包括支援センターから居宅介護支援事業所に委託することも可能としている。 

 

２ 従って、介護予防ケアマネジメント（第一号介護予防支援事業）については、地域包括支援セン

ターに配置されている３職種（保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員）以外にも、現行制度と

同様、介護支援専門員等の指定介護予防支援の業務を行っている職員や、地域包括支援センターか

ら事業の一部委託を受けている居宅介護支援事業所の介護支援専門員により実施することができる。 

 

３ なお、ガイドライン案にお示ししているとおり、居宅介護支援事業所が多くのケースについて介

護予防ケアマネジメントを実施することも想定しており、こうした場合には、地域包括支援センタ

ーは、地域ケア会議の活用等何らかの形で、ケアマネジメント全体に関与していただきたい。 

 

担当：老健局振興課地域包括ケア推進係  （内線 3982） 

  

第４ サービスの利用の流れ 

448



6 

 

 

  

問６ 指定事業者に対して市町村が監査を行っていくことになるが、市町村の取組を支援するため、

国として指針等を示すべきではないか。 

（答） 

９月３０日版のＱ＆Ａにおいてもお示ししたように、指定事業者に対する指導については、総合事

業の趣旨を踏まえ、必要に応じて市町村において適切に実施していただくとともに、不正事案があっ

た場合の監査については、改正後の介護保険法第 115条の 45の７及び第 115条の 45の８の規定も踏

まえ、状況に応じて市町村において適切に実施していただきたいと考えている。 

市町村の取組を支援するため、指導や監査の基本的な事項を整理した指針をお示しすることを検討

しており、市町村においてはその内容を参考にしていただきたいと考えている。 

なお、都道府県から市町村に対して、例えば事業所の指導・監査に係る様式の提供や都道府県の指

導とあわせた実地指導の実施、研修会等の開催、これまでの指導監査の情報の提供等の必要な支援を

実施するように、国から依頼していきたい。  

担当：老健局振興課法令係 （内線 3937） 

 

問７ 新しい総合事業について、上限を超えた場合には、市町村が設置した介護給付費準備基金を取

り崩して充てることは可能か。 

（答） 

新しい総合事業の上限については、９月３０日版のＱ＆Ａにおいてもお示ししたように、総合事業

に移行するサービスに要する費用が賄えるよう、従前の費用実績を勘案した上限を設定する一方、総

合事業の円滑な実施への配慮から厚生労働省において個別に判断する仕組みを設ける（事前及び事後

の判断）等様々な措置を講じているところ、これらを踏まえ、効率的・効果的な事業実施に努め、上

限の範囲内で適切な事業実施に努めていただきたいと考えている。 

その中で、仮に、費用が総合事業の上限を超え、上記の様々な措置で対応できない場合には、上限

を超えた部分については、保健福祉事業として介護給付費準備基金を取り崩してその費用に充てるこ

とができる。 

担当：老健局振興課地域包括ケア推進係 （内線 3982） 

第６ 総合事業の制度的な枠組み 
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（答）  

１ 特別養護老人ホームや小規模多機能居宅介護などの地域の拠点については、地域の高齢

者を支える機能を果たし、また、もともと地域交流スペースを設けるなど地域住民との交

流が重視されてきたところである。今後は、それらの取組を更に強化する観点から、地域

包括ケアシステムの構築に積極的に参画し、地域が目指す方向性を十分に踏まえた上で、

市町村と連携して総合事業に積極的に取り組んでいただきたいと考えている。このため、

利用者の処遇が確保されていることを前提として、事業者の創意工夫や新たな取り組みも

含めた総合事業が円滑に実施できるよう、必要な運営上の措置を講じることを検討してい

る。 

 

２ 具体的には、以下の点について介護給付費分科会での議論を踏まえつつ、検討していく。 

① 特別養護老人ホーム 

・ 特別養護老人ホームの職員に係る専従要件の緩和を検討。 

② 小規模多機能型居宅介護 

・ 管理者が総合事業の訪問型サービスや通所型サービス等の職務と兼務することを認める。 

※ 従事者は常勤換算方法による配置であり、小規模多機能型居宅介護の従業者としての勤務時間以外に従

事できる職務について、現在でも特段の制限はない。 

・ 設備（居間及び食堂を除く）について、総合事業の訪問型サービスや通所型サービス等

との共用を認める（（例）トイレ・浴室など） 

 

担当：老健局振興課法令係 （内線 3937） 

 

 

問８ 特別養護老人ホームや小規模多機能型居宅介護を活用して、円滑に総合事業を実施できるよう

に必要な措置を講じるべきではないか。 
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問９ 総合事業へ移行後の指定事業者の指定の事務の流れはどうなるのか。特に平成 27年４月に行わ

れるみなし指定についてはどのような事務の流れになるのか。 

（答）  

 １ 総合事業の指定について、通常の事業所指定の流れは以下のとおりと考えている。 
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２ 平成 27年４月に行われるみなし指定については以下のとおりと考えている。 
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問１０ 総合事業において地域の実情に応じたサービスの多様化が図られる中、介護予防・生活支援

サービス事業における指定事業者からの請求に対する審査支払を、国保連に委託できることとなっ

ているが、準備状況如何。 

（答）  

ガイドライン案第６・１「（１０）審査支払の国保連合会の活用」の「（国保連委託におい

て必要な手続）」に記載の手続を行うことで、平成 27年度から介護予防・生活支援サービス

事業の審査支払を国保連に委託することができる。 

例えば、これまでも国保中央会から国保連に対して国保連システムの改修内容の詳細の説

明などを実施するとともに、今後、市町村に対し、国保連より事業の審査支払業務委託に係

る手続きの詳細を説明するなどを予定しており、国保連システムの準備は滞りなく行われて

いる。 

 

担当：老健局振興課地域包括ケア推進係 （内線 3982） 
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問１１ 総合事業の高額介護サービス費相当事業について、対象となるサービスは、現行の訪問介護・

通所介護相当と緩和した基準によるサービスであり、国保連合会を活用することが可能なサービス

と考えてよいか。その際の事務の流れはどうなるのか。 

（答） 

ご指摘のとおり、高額介護サービス費相当事業について、対象となるサービスは、ガイドライン案

の中で例示としてお示ししたサービスの類型に即していえば、現行の訪問介護・通所介護相当と緩和

した基準によるサービス（指定事業者を使用したサービス）である。当サービスについては、個別の

サービスを受けその利用状況に応じて対価を支払うサービスであり、また国保連を活用するサービス

であることから、高額介護サービス費相当事業の対象サービスとすることとしている。一方、その他

のサービスについては、高額介護サービス費相当事業の対象サービスとすることは予定していない。 

なお、高額介護サービス費相当事業を実施する際には、必ずしも条例を制定する必要は無いと想定

しているが、事務の流れについて、現在以下のとおり検討しているところである。 

 

 

担当：老健局振興課地域包括ケア推進係 （内線 3982） 
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問１２ 多様なサービスについては開発を推進していくが、一定の時間がかかることが見込まれ、平

成 27 年４月の段階では準備が整っていない場合や仮に整っていても一定の周知期間をおく必要が

ある場合などが考えられる。この場合、平成 27年４月の段階ではみなし指定のよるサービスのみが

利用できる状態であっても、事業への移行が完了しているとして、猶予の条例の制定は不要という

ことで良いか。 

（答） 

総合事業への移行にあたっては、例えば、既存の会議に必要に応じてメンバーを加えて有効活用す

る等による協議体の早期設置やその活動を通じたコーディネーターの配置等を通じ、多様なサービス

の充実を推進していくことが重要であるが、その整備には一定の時間が必要となると考えている。 

このため、平成 27年４月の段階ではみなし指定によるサービスのみが利用できるといった状況が生

じる可能性があると思われるが、この場合においても、総合事業への移行が行われているということ

で条例を制定することは不要であると考えている。なお、地域の受け皿づくりの取り組みは設置され

た協議体等も活用しつつ、並行して積極的に進めていただく必要があると考えている。 

 

担当：老健局振興課法令係 （内線 3987） 

 

第７ 総合事業への円滑な移行 
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介護予防手帳（仮）の導入にあたって 

 

ここで提示する介護予防手帳（仮）の中間案は、介護予防・日常生活支援総合事業ガ

イドライン案の中で、多様化するケアマネジメントの典型的な例としてお示しした類型

のうち、主に「初回のみの介護予防ケアマネジメント（ケアマネジメント C）」の対象

者に対し、高齢者が“セルフマネジメント”に取り組むためのツールとして用いる場合

の例として作成したもので、【携行用】と【保管用】に分かれている。 

介護予防手帳を活用するか否か、また、活用する場合どのような者を対象にするかは、

自治体の判断であるが、以下に、介護予防手帳（仮）を導入する場合の基本的な考え方

の例を示したので参考にしていただきたい。 

 

 

１．介護予防手帳（仮）の目的  

介護予防は、単に高齢者の運動機能や栄養状態といった心身機能の改善だけを目指す

ものではなく、日常生活の活動を高め、家庭や社会への参加を促し、それによって一人

一人の生きがいや自己実現のための取組を支援して、生活の質の向上を目指すものであ

る。このため、高齢者が住み慣れた地域で生きがいや役割をもって、いきいきと楽しく

暮らし続けることができるように支援するためのツールとして、介護予防手帳を作成し

たものである。 

介護予防手帳の対象者には、単にサービスメニューや利用方法、提供体制等について

周知するだけでなく、各自がその能力を最大限活用しつつ、地域社会とのつながりを断

絶することなく適切な支援を受けることが重要であることを理解してもらう必要があ

る。また、要支援者等の状態等に応じて、地域包括支援センターが介護予防ケアマネジ

メントにより継続的に関与しないケース（ケアマネジメント C）も想定していることか

ら、要支援者等が自らの健康保持や介護予防の意識を高く保ち、関係者と共有して、各

種サービスの利用・支援への参加等をしていくことが重要である。  

従来の介護予防手帳は、高齢者の心身の状況等の情報を共有してきたが、これに加え

て、高齢者が自律的に生活を管理（セルフマネジメント）する力を高めるため、自身の

興味・関心に基づいた生活の目標をたて、活動計画を作成し、活動経過を記録しながら

関係者と共有できるように様式を工夫している。 

 

 

２．介護予防手帳（仮）の想定される主な交付対象者  

 

「介護予防・日常生活支援総合事業対象者のうち初回のみの介護予防ケアマネジメント

（ケアマネジメント C）の対象者、その他交付を希望する者」 
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・地域の通いの場等へ自ら参加し、自ら介護予防に取り組むことができる高齢者を想定

しており、身体介護や機能訓練を必要とする高齢者については原則的な介護予防ケアマ

ネジメント（ケアマネジメント A）が必要であると考えられるため、原則として対象外

と想定している。 

・基本チェックリストにおいて事業対象者に該当しない、いわゆる元気高齢者について

は、介護予防ケアマネジメントにおける地域包括支援センターの支援を受けないことか

ら、原則として対象外と想定している。 

・いずれにしても、本人が希望する場合は交付することができると考えており、そもそ

も、これまでの介護予防手帳は「特定高齢者及びその他希望する者」を対象者としてい

たものであるが、第 1 号被保険者であれば、市町村が対象者の範囲を広げる（狭める）

ことを妨げるものではない。 

 

 

３．介護予防手帳（仮）に掲載すべき情報 

介護予防手帳（仮）は【携行用】と【保管用】に分かれており、【携行用】は本事業

の活動に参加する際に持ち歩き、【保管用】は自宅に保管の上、必要時に活用するもの

としている。 

【携行用】は、高齢者の持ち歩きや個人情報保護を考慮した簡易なセルフマネジメン

トツールとなっており、本人の興味・関心を確認し、それに基づいた生活の目標を設定、

それに向けて自身で取り組む活動を決め、自分一人では難しいことについては、家族・

知人の助けや支援・サービスを設定できるようになっている。  

【保管用】では、本事業における介護予防の基本的な考え、【携行用】の記載方法、

地域内の活動場所や支援・サービス等について定めているが、その他必要な書類ととも

にファイリングして保管しておくことが望ましい。  

その他、ケアマネジメントにおいて参考にすべき、あるいは本人と地域の多様な支援

者にて共有するべき情報として、次のものが考えられる。 

 

○利用者基本情報 

○生活の目標・目標を達成するための活動・活用する支援・サービス ＊１【携行用】 

○地域内の活動場所、支援・サービスに関する情報  ＊２【保管用】 

○心身の状況に関する情報 

・基本チェックリスト 

・健康診査等の結果票 

・医療機関から提供された診療情報 ／等 

○利用している支援・サービスの情報  
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・介護予防サービス・支援計画書（ケアマネジメント結果等記録表（仮））  

・介護予防サービス・支援評価表 

・事業者による事前・事後アセスメント結果票 ／等 

○本人が介護予防の知識を習得するための情報  

・健康づくり、介護予防に関する啓発資料 

・運動・口腔・栄養機能に関する基本知識  ／等 

○その他、介護予防に関する書類 

 

うち、＊１は携行用の介護予防手帳（仮）、＊２は保管用の介護予防手帳（仮）の中

で、情報の掲載案を示している。その他の情報については、必要に応じて保管用の介護

予防手帳（仮）とともに保管することを想定している。 

 

 

４．介護支援ボランティアポイントの活用について  

一部の市町村において、介護予防事業（介護予防・日常生活支援総合事業においては

一般介護予防事業）の１つとして市町村が主体となり、高齢者が介護保険施設等でボラ

ンティア活動を行った場合にポイントを付与する「介護支援ボランティアポイント」の

取組が実施されている。 

多くの市町村では、「介護支援ボランティアポイント」の対象者は、要介護認定を受

けていない高齢者等となっているが、介護予防・日常生活支援総合事業では、支援する

側とされる側の垣根を取り払い、サービスを利用しながら地域とのつながりを維持する

ことを目指しており、例えば、サロンの利用者がお茶くみを手伝うなど、要支援者等で

あったとしても、得意なこと等を活かすことで、ボランティアの担い手になり得ると考

えている。このような場合でも、第 1 号被保険者の介護予防に資するボランティア活動

であると市町村が判断すれば、「介護支援ボランティアポイント」について基本的に一

般介護予防事業の枠組みが活用可能であり、「介護予防手帳（仮）」と「介護支援ボラン

ティアポイント」の手帳を兼ねることも有効であると考えているので、参考にされたい。 

 
※ この「介護予防手帳（仮）」は、平成 26 年度老人保健健康増進等事業にて検討中の中

間案であり、今後、市町村等関係者の意見を幅広く聞いて、年度末までに修正版をお示

しする予定である。（今後、市町村等において試行的な手帳の使用による意見の聴取を

行い、あわせて、地域包括支援センター向けに介護予防ケアマネジメントと介護予防手

帳の使用についてのマニュアルを作成予定。） 
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市町村名 

介護予防手帳（仮） 
【保管用】 

※ この「介護予防手帳（仮）【保管用】」は、平成２６年度老人保健健康増進等事業にて検討中の中間案であ

り、今後、市町村等関係者の意見を幅広く伺っていき、年度末までに確定案をお示しする予定である。 
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１．はじめに 

 

Q. 介護予防は、トレーニングすること？ 

A. トレーニングよりも大切なのは“張り合いのある生活”です 

 

皆さんは、「介護予防」と聞くと、どんなことをイメージしますか？体操教室に通うことでし

ょうか、それともジムで筋トレに励むことでしょうか。このようないわゆるトレーニングも「介

護予防」の一つですが、それだけでなく“張り合いのある生活”を送ることが大切と言われてい

ます。 

どんな生活に張り合いを感じるかは、人によって違います。働くこと、地域のボランティアに

参加すること、趣味やスポーツに打ち込むこと、自分の教養を高めること、孫の世話をすること。

このように、“自分の好きなことや大事にしていること”を中心とした生活を送ることが、介護

予防には大切です。 

 

【あなたにとって「張り合いのある生活」は何ですか？】 

 

 

 

  

  
  

  
介護予防 

働く 

孫の世話 

地域活動 

趣味活動 

スポーツ 
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Q. 心身が衰えてきたら、“張り合いのある生活”はできない？ 

A. 心身の状況や環境にあわせた“張り合いのある生活”が可能です 

 

そうはいっても、加齢に伴い、体力や記憶力は低下していきます。介護予防は、それを遅らせ

ることはできても、永遠に老いることのない人はいません。では、加齢により心身が衰えてきた

時、“張り合いのある生活”を送ることはできないのでしょうか。 

そんなことはありません。社会で活躍していた人が、退職後に地域で防災や環境美化の活動に

取り組み、地域に貢献している例もあります。また、近所の子どもたちの面倒をみることで、近

隣の家庭をサポートしている例もあります。各々の心身の状況や環境に応じて、地域・近隣・家

庭などで“張り合いのある生活”を送ることは可能です。特に地域では近年、防災・子育て・環

境など様々な課題を抱えており、支え手を必要としています。 

 

 

Q. “張り合いのある生活”を続けるには、どうすればよい？ 

A. セルフマネジメント（自己管理）の力を高めることが大切です 

 

心身が衰えてきても“張り合いのある生活”を継続するには、自らの健康を管理するセルフマネ

ジメントの力が必要です。セルフマネジメントでは、心身の健康に良い生活を送るよう心がけると

ともに、自分では難しいことは必要な支援・サービスを選択して利用することも大切です。また、

心身の衰えに応じて、生活のあり方を見直していくことも必要です。 

こうした考えは、日本では「養生」として古くから伝えられてきました。そこには、食事や生活

習慣のあり方だけでなく、医師や薬の活用方法もありました。まさに、できることは自分でしつつ、

難しいことは“身の回りの支援”を活用する生活の姿が示されていたのです。 

現在、地域の中には、“張り合いのある生活”を送るための様々な活動（NPO・ボランティア団

体、カルチャーセンター等：本冊子「３．」参照）や“身の回りの支援”として様々な支援・サー

ビス（宅配・配食サービス、コミュニティバスなど：本冊子「４．」参照）があります。 

自分にとっての“張り合いのある生活”を確認し、必要に応じて“身の回りの支援”を活用しな

がらセルフマネジメントの力を高めるツールとして、この手帳を活用いただければと思います。 
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２．手帳の活用方法 

（１）介護予防手帳（仮）の構成 

「介護予防手帳（仮）」は、「介護予防手帳（仮）【携行用】」と「介護予防手帳（仮）【保管

用】」（本冊子）の２つで構成されています。 

「介護予防手帳（仮）【携行用】」には、セルフマネジメントに必要なことを確認するための

項目が下記の通り設定されています。「介護予防手帳（仮）【保管用】」（本冊子）では、「３．

地域内の活動場所」で、就労、地域貢献活動、趣味活動、スポーツ・健康づくりといった様々

な活動の情報を掲載し、また、「４．地域内の生活支援サービス」で、家事援助や外出支援と

いった生活の中で活用できる支援・サービスを掲載していますので、私のプラン①、②の作成

の際、参考にしてください。 

【介護予防手帳（仮）【携行用】の構成】 

        手帳の項目         セルフマネジメントに必要なこと 

 

活動場所へ参加するときは、「介護予防手帳（仮）【携行用】」を携行して、様々な活動を記

録しましょう。そうすることで、本人、家族、地域包括支援センター、事業者等の担当者など

様々な人が、あなたの生活機能や心身の状況を把握することができ、維持改善するためのアド

バイスをすることが出来ます。更に、自分の生活状況を常に把握することができます。 

また、「介護予防手帳（仮）【保管用】」とあわせて、下記の書類を受け取ったら自宅に保管

しておきましょう。これらの書類には、あなたの心身の状況に関する詳しい情報が記入されて

いますので、必要に応じて活用できるよう大切に保管してください。 

•”自分の好きなことや大事にしていること”の確認 1.していることや興味の確認 

•自分にとって”張り合いのある生活”の姿の確認 

•その生活の中で、自分ですること 
2-1.私のプランその① 

•生活を工夫する上で、活用したい”身の回りの支援” 2-2.私のプランその② 

•”張り合いのある生活”の記録 
3.活動記録 

4.介護支援ボランティアポイント 

○基本ﾁｪｯｸﾘｽﾄ 

○健康診査等の結果票 

○医療機関から提供された診療情報 

○利用者基本情報 

○ｱｾｽﾒﾝﾄｼｰﾄ 

○介護予防ｻｰﾋﾞｽ・支援計画書・評価表【ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ結果等記録表(仮)】 

○事業者による事前・事後ｱｾｽﾒﾝﾄの結果票 

○介護予防に関する啓発資料 

（1）（各ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの内容、地域のｻｰﾋﾞｽ資源、相談窓口のﾘｽﾄ） 

○その他、介護予防に関する書類 

書き方 

5 ページ 

書き方 

7,8 ページ 

書き方 

9,10 ページ 

書き方 

11,12 ページ 
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（２）手帳の活用の流れ 

地域包括支援センターや市町村窓口で、基本チェックリストを受けた結果、総合事業の対象

になった人について、地域包括支援センターのケアマネジメントの中で「介護予防手帳（仮）

【保管用】」と「介護予防手帳（仮）【携行用】」を配布します。主には、住民主体のサロンと

いった通いや活動の場を利用する方を対象としています。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所や団体などにおいて地域活動に参加し、あなたの活動に関わるひとと 

相談して活動状況や参加度を記録する 

手帳該当部分：活動記録 

地域包括支援センターの担当者と上記内容を確認しながら、具体的な生活 

目標を立て、どのような活動をすべきか計画する 

手帳該当部分：私のプラン 

一定の頻度で、あなたの活動に関わるひとに確認してもらう 

総合事業の対象になった人に、地域包括支援センターのケアマネジメントの中で

手帳を配布 

適宜 

していることや興味の確認の該当するものに○をつける 

手帳該当部分：していることや興味の確認 

指定された地域のボランティア活動で貢献したら、介護支援ボランティア 

ポイントを取得 

手帳該当部分：介護支援ボランティアポイント 

※身体の具合が悪くなった場合など、要介護認定はいつでも申請することができます。 

何か分からないことや困ったことがあったら、お近くの地域包括支援センターにお

問い合わせください。 
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（３）手帳の説明・記入方法について 

①していることや興味の確認 

あなたが日常的に行っている行為や興味のあること、好きなことや大事にしていることなど

を確認しましょう。 

 

 

 

 

 

 

あなたの趣味や興味のあ

るものについて当てはま

るものに○をつける 

あなたが日常的に

行っている行為に

ついて当てはまる

ものに○をつける 
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あなたの得意なことを活かし

た活動について、地域に貢献

したいものがあれば記入 
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②私のプラン 

していることや興味の内容に基づき、あなたがいきいきと暮らしている姿を「私の生活の目

標」として設定します。そのためにあなたがすることを「目標を達成するために取り組むこと」

に記載して積極的に取り組んでください。また、活用したいサポートがあれば、「家族や知人

にしてほしいこと」「活用する生活支援サービス」に記入します。 

最初は地域包括支援センターの職員と一緒に記載しましょう。 

 

 

 

 

 

具体的な生活の目標を記

入。記入は自由な発想で本

人の状態にあわせて相談の

上で記載。 
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あなたが生活の目標を

達成するために、取り組

んでみたいと思ってい

ることを記入 

生活の目標について、実

行度と満足度について

当てはまるものに○を

つける 

『私のプラン』を作成し

た担当者の情報を記入 

特記事項などがあればコ

メントしてもらう 
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あなたが家族や知人に対して

応援を希望することがあれ

ば、具体的に（誰に・どんな

こと）記入 

あなたの活用を希望する生活

支援サービス（誰に・どんな

こと）を記入 

あなたの周りの人や支援者が

必ず知っておく必要のあるこ

とを記入。（疾病上の配慮等や

本人の嗜好） 
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専門職が必要に応じてコメン

トやアドバイスを記載する。

また、専門職の職種またはサ

インを記入 
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③活動記録 

あなた１人で生活の目標を達成することは難しいかもしれません。日々、あなたの取組状況

を地域のひとたちと一緒に確認して、活動記録に記載してください。また、あなたが思うよう

に参加できていないときは、どのようにしたら良いか周りの人たちと相談しましょう。 

あなたの活動に関わるひとがあなたと相談して記入します。 

 

 

 

 

 

  

あなたが活動してい

る場所の名称を記入 
活動場所での役割や過ご

し方について記入 

あなたが活動に参加した

ら日付・スタンプをつけ

てもらう 
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④介護支援ボランティアポイント 

（※各自治体の介護支援ボランティアポイント制度の概要や、ポイントの活用方法について記

載） 

 

 

 

 

 

  

活動を行った日

付を記載 
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３．地域内の活動場所 

 やりたいことがあっても、どこに行けば活動できるのか分からないときは、以下に示す連絡先に問い

合わせてみましょう。 

（１）働きたい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 住所 電話番号 内容 

○○○○ ××市１－１－１ 00（1234）1111 例）通訳 

例）サロンの開き方 

が分かる人 

××市２－２－２ 00（1234）1234 例）サロン開設 

例）シルバー人材 

センター 

××市３－３－３ 00（1234）5678 例）大工、公園清掃、介護など 

    

    

    

    

  

ここでは、特定の項目・内容を入れなければならないという決まりはありません。各市町

村オリジナルの内容としてください。ただし、高齢者が何かのサービスを受けるというもの

（受身）ではなく、何かしたいといったもの（希望）としてください。 

例）通訳・・・一つの言語を通じて、異文化間のコミュニケーションを図ることが出来ます。 

働きたい 

例）サロン開設・・・。 

○○○○・・・ 
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14 

 

（２）地域に貢献したい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 住所 電話番号 内容 

○○公民館 ××市１－１－１ 00（1234）1111 例）料理 

△○さん宅 ××市２－２－２ 00（1234）1234 例）民謡 

    

    

    

    

    

  

ここでは、特定の項目・内容を入れなければならないという決まりはありません。各市町

村オリジナルの内容としてください。ただし、高齢者が何かのサービスを受けるというもの

（受身）ではなく、何かしたいといったもの（希望）としてください。 

例）料理・・・長年培ってきた料理の腕前を地域の仲間にも伝授することが出来ます。 

地域に貢献したい 

例）民謡・・・日本の伝統ある音楽を地域の仲間に伝授しましょう。 

○○○○・・・ 
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（３）楽しみたい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 住所 電話番号 内容 

○○○○ ××市１－１－１ 00（1234）1111 例）カラオケ 

△○△○ ××市２－２－２ 00（1234）1234 例）将棋 

    

    

    

    

    

  

ここでは、特定の項目・内容を入れなければならないという決まりはありません。各市町

村オリジナルの内容としてください。ただし、高齢者が何かのサービスを受けるというもの

（受身）ではなく、何かしたいといったもの（希望）としてください。 

例）カラオケ・・・ 

楽しみたい 

例）将棋・・・。 

○○○○・・・ 
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（４）身体を動かしたい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 住所 電話番号 内容 

○○○○ ××市１－１－１ 00（1234）1111 例）体操教室 

△○△○ ××市２－２－２ 00（1234）1234 例）歩こう会 

    

    

    

    

    

 

ここでは、特定の項目・内容を入れなければならないという決まりはありません。各市町

村オリジナルの内容としてください。ただし、高齢者が何かのサービスを受けるというもの

（受身）ではなく、何かしたいといったもの（希望）としてください。 

例）体操教室・・・様々なプログラムで身体を動かすことが出来ます。 

身体を動かしたい 

例）歩こう会・・・。 

○○○○・・・ 
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（５）学びたい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 住所 電話番号 内容 

○○大学公開講座 ××市１－１－１ 00（1234）1111 例）英会話 

△○公民館 ××市２－２－２ 00（1234）1234 例）歴史 

    

    

    

    

    

  

ここでは、特定の項目・内容を入れなければならないという決まりはありません。各市町

村オリジナルの内容としてください。ただし、高齢者が何かのサービスを受けるというもの

（受身）ではなく、何かしたいといったもの（希望）としてください。 

例）英会話・・・英語を通じて様々な人と会話をすれば、自分の世界を広げることが出来ます。 

今後「通訳・翻訳家」といった仕事につながるかもしれません。 

学びたい 

例）歴史・・・今まで一度も触れたことのない各地の歴史を学び、日本を深く知りましょう。 

○○○○・・・ 
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（６）つながりたい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 住所 電話番号 内容 

○○○○ ××市１－１－１ 00（1234）1111 例）交流会 

△○△○ ××市２－２－２ 00（1234）1234 例）茶話会 

    

    

    

    

    

 

ここでは、特定の項目・内容を入れなければならないという決まりはありません。各市町

村オリジナルの内容としてください。ただし、高齢者が何かのサービスを受けるというもの

（受身）ではなく、何かしたいといったもの（希望）としてください。 

例）サークル・交流会・・・ 

つながりたい 

例）茶話会・・・ 

○○○○・・・ 
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19 

 

４．地域内の生活支援サービス 

 

活用したい生活支援サービスがあれば、以下に示す連絡先に問い合わせてみましょう。 

（１）日用品・食料品・お弁当などの配達 

名称 住所 電話番号 内容 

○○○○ ××市１－１－１ 00（1234）1111 例）日用品・生活雑貨 

△○△○ ××市２－２－２ 00（1234）1234 例）食料品 

×□×□ ××市３－３－３ 00（1234）5678 例）お弁当 

○□○□ ××市４－４－４ 00（1111）1111 例）灯油 

 

（２）移動販売 

名称 住所 電話番号 内容 

○○○○ ××市１－１－１ 00（1234）1111 例）食料品 

△○△○ ××市２－２－２ 00（1234）1234 例）日用品 

×□×□ ××市３－３－３ 00（1234）5678 例）本 

    

ここでは、特定の項目・内容を入れなければならないという決まりはありません。各市町

村オリジナルの内容としてください。 

ここでは、特定の項目・内容を入れなければならないという決まりはありません。各市町

村オリジナルの内容としてください。 
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（３）家事援助（掃除・片付け・洗濯など） 

名称 住所 電話番号 内容 

○○○○ ××市１－１－１ 00（1234）1111 例）ハウスクリーニング 

△○△○ ××市２－２－２ 00（1234）1234 例）不用品回収・買取 

×□×□ ××市３－３－３ 00（1234）5678 例）集配クリーニング 

   例）庭の手入れ 

 

（４）外出支援 

名称 住所 電話番号 内容 

○○○○ ××市１－１－１ 00（1234）1111 例）送迎サービス 

△○△○ ××市２－２－２ 00（1234）1234 例）コミュニティバス 

×□×□ ××市３－３－３ 00（1234）5678 例）高齢者バス定期券 

    

 

 

ここでは、特定の項目・内容を入れなければならないという決まりはありません。各市町

村オリジナルの内容としてください。 

ここでは、特定の項目・内容を入れなければならないという決まりはありません。各市町

村オリジナルの内容としてください。 
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（５）その他（訪問理・美容室など） 

名称 住所 電話番号 内容 

○○○○ ××市１－１－１ 00（1234）1111 例）訪問理・美容室 

    

    

    

 

  

ここでは、特定の項目・内容を入れなければならないという決まりはありません。各市町

村オリジナルの内容としてください。 
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５．地域内の相談窓口 

（１）相談の流れ 

  地域包括支援センターでは、介護や福祉に関して、さまざまなご相談を受けております． 

  ご相談に来られた際の流れは、以下のとおりです。 

 

 

 

  

②心身の状況や生活の様子を確認させていただきます 

①お近くの地域包括支援センターに相談してください 

地域包括支援センターには、高齢者や家族、地域の方から、介護や福祉の相談を受

けている担当者がいます。あなたがお困りのことや必要なサービスについて、ご相

談ください。 

あなたの心身の状況を判断するため、必要に応じて以下のいずれかを行います。 

○基本チェックリスト 

あなたの生活の状況などを確認するため、幾つかの質問に回答いただきます 

○要介護認定 

調査員がご自宅に訪問し、生活の状況などを調査します。その結果に基づいて、

医師等で構成する会議にて、あなたがどのくらい介護が必要か（要介護度）を検

討します。 

③支援・サービスの利用計画を一緒につくります 

②の結果に基づき、あなたが望む生活の姿を目標として定め、それを実現するため

に必要な支援・サービスとその利用回数について、専門職と相談しながら計画をつ

くります。 

④介護サービス等を利用していただきます 

③の計画に基づき、支援・サービスを利用します。利用できる支援・サービスは、

あなたの要介護度等によって異なります。 

要介護１～５ 要支援１・２ その他の方 

・居宅サービス 

・地域密着型サービス 

・施設サービス 

・介護予防サービス 

・地域密着型介護予防サー

ビス 

・総合事業サービス 

・総合事業サービス 

 

⑤定期的に状況を確認し、支援・サービスの利用計画を再検討します 

③の計画を一緒に作成した専門職が定期的にあなたの様子を確認します。心身の状況

は変化していきますので、それに応じて支援・サービスを組み替えていきます。 
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（２）地域包括支援センター一覧 

何か分からないことや困ったことがあったら、お近くの地域包括支援センターにお問い合わ

せください。 

また、身体の状態が悪くなってきたと感じた場合も、地域包括支援センターの担当者に相談

してください。ご相談の内容に応じて、地域内の支援やサービスをご紹介したり、介護保険サ

ービスの利用手続きを行います。 

 

地域包括支援 

センター 
住所 電話番号 備考 

○○○○ ××市１－１－１ 00（1234）1111  

△○△□ ××市２－２－２ 00（1234）1234  

    

    

    

    

    

 

 

 

各市町村に存在する地域包括支援センターの連絡先、住所等を記載してください。 
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総合事業の事業対象者に係る被保険者証・負担割合証の取扱いについて 

 

１．被保険者証について 

現在の被保険者証は、①要介護状態区分、②認定年月日、③認定の有効期間、④区分支給

限度基準額、⑤給付制限、⑥居宅介護支援事業者、⑦届出日、⑧介護保険施設などを記載す

る様式となっている。 

今般の総合事業の実施に伴い、要介護者、要支援者に加えて、事業対象者にも対応した形

の被保険者証とする必要がある。 

具体的には、様式について所要の修正を行い、 

①要介護状態区分：「事業対象者」と記入する。 

②認定年月日：基本チェックリストを実施した日を記入する 

③認定の有効期間：記載しない 

④区分支給限度基準額：記載しない 

⑤給付制限：記載しない  

⑥居宅介護支援事業者：地域包括支援センターの名称を記載 

⑦届出年月日：介護予防ケアマネジメントを受けることを届け出た日を設定 

⑧介護保険施設など：過去に入所歴があれば記載 

とすることとしている。 

また、裏面の文言についても、総合事業及び利用者負担の見直しに対応した書きぶりとす

ることとしている。 

 

２．負担割合証について 

今般の介護保険法改正により、一定以上所得者に対して、保険給付に係る自己負担割合を

２割とする改正が行われた。それに伴い、事業者が当該被保険者の自己負担割合を判別でき

るよう、負担割合証を発行することとしている。 

一方、今般の総合事業においても、指定事業所を利用した仕組みを導入しており、その自

己負担割合は、保険給付の負担割合である１割、２割を勘案しつつも市町村が定めること等

を勘案すると、保険給付の負担割合証に総合事業の負担割合も掲載する必要がある。 

なお、総合事業の自己負担割合は市町村が設けるものであるが、保険給付の負担割合と総

合事業における全ての指定事業所のサービスの負担割合が同一であることを想定して様式

を作成している。 

※ 被保険者証、負担割合証については地方自治体の意見を伺いながら決定していく方針

である。 
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様式第一号(第二十六条関係) 

(表面) 

(一) (二) (三) 

        
要介護状態区分等 

      給 付 制 限 内 容 期 間 
  

  
介 護 保 険 被 保 険 者 証 

  

認 定 年 月 日 
 

(事業対象者の場合

は、基本チェックリ

スト実施日) 

平成    年    月    日 

  
開始年月日 平成 年 月 日 

終了年月日 平成 年 月 日 
  

被

保

険

者 

番 号 

    
開始年月日 平成 年 月 日 

終了年月日 平成 年 月 日 

住 所 

  
認 定 の 有 効 期 間 平成 年 月 日～平成 年 月 日 

  
開始年月日 平成 年 月 日 

終了年月日 平成 年 月 日 居宅サービス等 区分支給限度基準額 

平成 年 月 日～平成 年 月 日 

1月当たり 
居宅介護支援事業

者若しくは介護予

防支援事業者及び

その事業所の名称

又は地域包括支援

センターの名称 

届出年月日 平成 年 月 日 

フリガナ   (うち種類支給限度

基準額) サービスの種類 種類支給限度基準額 

氏 名 

  

  

届出年月日 平成 年 月 日 
  

  

届出年月日 平成 年 月 日 
生年月日 明治・大正・昭和 年 月 日 性

別 

男・女 

  

  介護保険施設等 

種類  入所等年月日 平成 年 月 日 

交 付 年 月 日 平成   年   月   日 
  

認 定 審 査 会

の 意 見 及 び

サ ー ビ ス の

種 類 の 指 定 

  

 名称  退所等年月日 平成 年 月 日 保 険 者 番 号

並 び に 保 険

者 の 名 称 及

び印 

  

        種類  入所等年月日 平成 年 月 日 

 
名称  退所等年月日 平成 年 月 日 
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(裏面) 

 

(六) (五) (四) 

  

 

十 

認
定
審
査
会
の
意
見
及
び
サ
ー
ビ
ス
の
種
類
の
指
定
欄
に
記
載
が
あ
る
場
合
は
、
記
載

事
項
に
留
意
し
て
く
だ
さ
い
。
利
用
で
き
る
サ
ー
ビ
ス
の
種
類
の
指
定
が
あ
る
場
合
は
、

当
該
サ
ー
ビ
ス
以
外
は
保
険
給
付
を
受
け
ら
れ
ま
せ
ん
。 

十
一 

被
保
険
者
の
資
格
が
な
く
な
っ
た
と
き
は
、
直
ち
に
、
こ
の
証
を
市
町
村
に
返
し
て

く
だ
さ
い
。 

十
二 

こ
の
証
の
表
面
の
記
載
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
十
四
日
以
内
に
、
こ
の
証

を
添
え
て
、
市
町
村
に
そ
の
旨
を
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。 

十
三 

不
正
に
こ
の
証
を
使
用
し
た
者
は
、
刑
法
に
よ
り
詐
欺
罪
と
し
て
懲
役
の
処
分
を
受

け
ま
す
。 

十
四 

特
別
の
事
情
が
な
い
の
に
保
険
料
を
滞
納
し
た
場
合
は
、
給
付
を
市
町
村
か
ら
の
事

後
払
い
と
す
る
措
置(

支
払
方
法
変
更)

、
利
用
時
支
払
額
を
三
割
と
す
る
措
置(

給
付
額

減
額)

等
を
受
け
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。 

    

 

六 

居
宅
サ
ー
ビ
ス
、
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
、
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
又
は
地
域
密
着
型
介

護
予
防
サ
ー
ビ
ス(

以
下
「
居
宅
サ
ー
ビ
ス
等
」
と
い
う
。)
に
つ
い
て
は
、
居
宅
介
護

支
援
事
業
者
若
し
く
は
介
護
予
防
支
援
事
業
者
に
介
護
サ
ー
ビ
ス
計
画
若
し
く
は
介
護

予
防
サ
ー
ビ
ス
計
画
の
作
成
を
依
頼
し
た
旨
を
あ
ら
か
じ
め
市
町
村
に
届
け
出
た
場
合

又
は
自
ら
介
護
サ
ー
ビ
ス
計
画
若
し
く
は
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
計
画
を
作
成
し
、
市
町

村
に
届
け
出
た
場
合
に
限
っ
て
現
物
給
付
と
な
り
ま
す
。
こ
れ
ら
の
手
続
を
し
な
い
場

合
は
、
市
町
村
か
ら
の
事
後
払
い(

償
還
払
い)

に
な
り
ま
す
。 

七 

居
宅
サ
ー
ビ
ス
等
に
は
保
険
給
付
の
限
度
額
が
設
定
さ
れ
ま
す
。 

八 

介
護
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
と
き
に
支
払
う
金
額
は
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
に
要
し
た
費
用

に
、
別
途
介
護
保
険
負
担
割
合
証
に
示
さ
れ
た
割
合
を
乗
じ
た
金
額
で
す(

居
宅
介
護
支

援
サ
ー
ビ
ス
及
び
介
護
予
防
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
支
払
額
は
あ
り
ま
せ
ん
。)

。 

九 

介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業
の
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
と
き
に
支
払
う
金
額

は
、
当
該
サ
ー
ビ
ス
に
要
し
た
費
用
の
う
ち
市
町
村
が
定
め
る
割
合
又
は
市
町
村
が
定

め
る
額
（
事
業
提
供
者
が
額
を
定
め
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
者
が
定
め
る
額
）
で

す
。 

    

  

注
意
事
項 

一 

介
護
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
市
町
村
の
窓
口
で
要
介
護

認
定
又
は
要
支
援
認
定
を
受
け
て
く
だ
さ
い
。 

二 

介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業
の
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ

ら
か
じ
め
基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
に
よ
る
確
認
又
は
要
支
援
認
定
を
受
け
て
く
だ
さ

い
。 

三 

介
護
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
必
ず
こ
の
証
を
事
業
者
又
は
施
設
の
窓

口
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。 

四 

介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業
の
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
必

ず
こ
の
証
を
事
業
提
供
者
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。 

五 

認
定
の
有
効
期
限
を
経
過
し
た
と
き
は
、
保
険
給
付
を
受
け
ら
れ
ま
せ
ん
の
で
、
認
定

の
有
効
期
限
を
経
過
す
る
六
十
日
前
か
ら
三
十
日
前
ま
で
の
間
に
市
町
村
に
こ
の
証
を

提
出
し
、
認
定
の
更
新
を
受
け
て
く
だ
さ
い
。 

       

      

備考 

 1 この証の大きさは、縦128ミリメートル、横273ミリメートルとし、点線の箇所から三つ折とすること。 

 2 必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができること。 
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注 

意 

事 

項 

一 

介
護
サ
ー
ビ
ス
又
は
介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業
の
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
よ
う
と
す
る 

と
き
は
、
必
ず
こ
の
証
を
事
業
者
又
は
施
設
の
窓
口
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。 

二 

介
護
サ
ー
ビ
ス
又
は
介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業
の
サ
ー
ビ
ス
に
要
し
た
費
用
の
う

ち
、
「
適
用
期
間
」
に
応
じ
た
「
利
用
者
負
担
の
割
合
」
欄
に
記
載
さ
れ
た
割
合
分
の
金
額
を
お
支

払
い
い
た
だ
き
ま
す
。
（
居
宅
介
護
支
援
サ
ー
ビ
ス
及
び
介
護
予
防
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
支
払
額

は
あ
り
ま
せ
ん
。） 

三 

被
保
険
者
の
資
格
が
な
く
な
っ
た
と
き
又
は
こ
の
証
の
適
用
期
間
の
終
了
年
月
日
に
至
っ
た
と

き
に
は
、
直
ち
に
、
こ
の
証
を
市
町
村
に
返
し
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
転
出
の
届
出
を
す
る
際
に
は
、

こ
の
証
を
添
え
て
く
だ
さ
い
。 

四 

こ
の
証
の
表
面
の
記
載
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
十
四
日
以
内
に
、
こ
の
証
を
添
え
て
、

市
町
村
に
そ
の
旨
を
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。 

五 

不
正
に
こ
の
証
を
使
用
し
た
者
は
、
刑
法
に
よ
り
詐
欺
罪
と
し
て
懲
役
の
処
分
を
受
け
ま
す
。 

六 

利
用
時
支
払
額
を
三
割
と
す
る
措
置
（
給
付
額
減
額
）
を
受
け
て
い
る
場
合
は
、
こ
の
証
に
記
載

さ
れ
た
利
用
者
負
担
の
割
合
よ
り
も
、
当
該
措
置
が
優
先
さ
れ
ま
す
。 

        

  介 護 保 険 負 担 割 合 証   

交付年月日   年   月   日 

被

保

険

者 

番 号 
  

住 所 

  

フリガナ   

氏 名 
  

生年月日 明治・大正・昭和 年 月 日 
性
別 

男・女 

利用者負担 

の割合 
適 用 期 間 

  割 
 開始年月日 平成  年  月  日 

 終了年月日 平成  年  月  日 

  割 
 開始年月日 平成  年  月  日 

 終了年月日 平成  年  月  日 

保 険 者 番 号

並 び に 保 険

者 の 名 称 及

び印 

  

                

  

   

 1 この証の大きさは、縦128ミリメートル、横91ミリメートルとすること。 

 2 必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を 

加えることができること。 

【前回からの主な変更点】 

・保険給付と総合事業のサービスの負担割合

が同一と想定して、総合事業に対応した記

載に変更する。 

・65 歳到達や世帯構成の変更等により、適用

期間内における負担割合の変更があること

を踏まえ、利用者負担の割合欄は２段とし

た。 

・負担割合が適用期間内に変更となる場合、

変更前の負担割合を上段に記載し、変更後

の負担割合を下段に記載する。 
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 (表面) 

(一) (二) (三) 

        要介護状態区分等 事業対象者     給 付 制 限 内 容 期 間   

  介 護 保 険 被 保 険 者 証   
認 定 年 月 日 

(事業対象者の場合

は、基本チェックリ

スト実施日) 

平成  27年   ８月  ７ 日 

  開始年月日 平成 年 月 日 

終了年月日 平成 年 月 日 
  

被

保

険

者 

番 号 

 ○○○○○○○○○○   開始年月日 平成 年 月 日 

終了年月日 平成 年 月 日 

住 所 

 〒○○○－○○○○ 

 

○○県○○市○○○ ○－○ 

認定の有効期間 平成 年 月 日～平成 年 月 日   開始年月日 平成 年 月 日 

終了年月日 平成 年 月 日 居宅サービス等 区分支給限度基準額 

平成 年 月 日～平成 年 月 日 

1月当たり 

居宅介護支援事業

者若しくは介護予

防支援事業者及び

その事業所の名称

又は地域包括支援

センターの名称 

○○地域包括支援センター 

届出年月日 平成 27年８月 10日 

フリガナ  ○○○ ○○○○ (うち種類支給限度

基準額) 
サービスの種類 種類支給限度基準額 

氏 名 

 ○○ ○○ 
  

届出年月日 平成 年 月 日   

  

届出年月日 平成 年 月 日 
生年月日 明治・大正・昭和 年 月 日 性

別 

男・女 

  

  介護保険施設等 

種類  入所等年月日 平成 年 月 日 

交 付 年 月 日 平成 ○○年  ○月  ○日 
  

認 定 審 査 会

の 意 見 及 び

サ ー ビ ス の

種 類 の 指 定 

  

 
名称  退所等年月日 平成 年 月 日 

保 険 者 番 号

並 び に 保 険

者 の 名 称 及

び印 

  

 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 種類  入所等年月日 平成 年 月 日 

 
名称  退所等年月日 平成 年 月 日 

      

 

事業対象者に係る被保険者証の記入のイメージ（平成 27年８月７日に窓口に相談に来たケース） 
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